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災害時における水俣市内郵便局、水俣市間の相互協力に関する覚書 
 

 水俣市内郵便局（別紙に掲げる郵便局、以下「甲」という。）及び水俣市（以下「乙」という。）は、

水俣市内に発生した地震その他による災害時において、相互の友愛精神に基づき、水俣市内郵便局及び水

俣市が相互に協力し、必要な対応を円滑に遂行するために次のとおり覚書を締結する。 

 

（用語の定義） 

第１条 この覚書において、「災害」とは災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に

定める被害をいう。 

（協力要請事項） 

第２条 甲及び乙は、水俣市内に災害が発生し、次の各号について必要が生じた場合は、相互に協力を要

請することができる。 

（１）甲及び乙が所有し、又は使用管理する施設及び用地の避難場所、物資集積場所等としての相互使用 

（２）甲又は乙が収集した被災市民の避難先及び被災状況の情報の相互提供 

（３）災害救助法適用時における郵便・為替貯金・簡易保険の郵便事業に関わる災害特別事務取扱及び救   

護対策並びに避難場所への臨時郵便差出箱の設置 

（４）その他前各号に掲げるもののほか協力できる事項 

（協力の実施） 

第３条 甲及び乙は、前条の規定による要請を受けたときは、その重要性に鑑み協力するよう努めなけれ

ばならない。 

（経費の負担） 

第４条 第２条に規定する協力要請に対して、協力をした者が要した経費については、法令その他に別段

の定めがあるものを除くほか、それぞれ要請をした者が適正な方法により算出した金額を負担する。 

２ 前項の負担につき、疑義が生じたときは、甲乙両者が協議の上、負担すべき額を決定する。 

（災害対策本部への助言） 

第５条 甲は水俣市災害対策本部に対して必要に応じて助言することができる。 

（災害情報等連絡体制の整備） 

第６条 甲及び乙は安否情報等の連絡体制を整備するため、その方策について協議するものとする。 

（防災訓練への参加） 

第７条 甲は、水俣市若しくは水俣市内の各地域が行う防災訓練等に参加することができる。 

（情報の交換） 

第８条 甲及び乙は、相互の防災計画の状況及び協力要請事項に関し、必要に応じて情報の交換を行う。 

（連絡責任者） 

第９条 この覚書に関する連絡責任者は、甲においては水俣郵便局総務課長、乙においては、水俣市総務

課長とする。 

（協議） 

第１０条 この覚書に定めのない事項及びこの覚書に関し疑義が生じたときは、甲乙両者が協議の上、決

定する。 

 

 この覚書の締結を証するため、この書面２通を作成し、甲乙両者が記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

 平成１０年７月３日 

 

      甲   水俣市内郵便局 

  代表者 水俣郵便局長 坂本 精至 

 

      乙   水 俣 市 長    吉井 正澄 
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熊本県市町村災害時相互応援に関する協定 
 
熊本県市長会（以下「甲」という。）と熊本県町村会（以下「乙」という。）とは、地震等の災害時における甲、乙

に所属する市町村相互間の応援に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（目的） 
第１条 甲、乙に所頴する市町村（以下「協定市町村」という。）は、その区域において地震等の災害に被災した市町
村（以下「被災市町村」という。）が単独では十分な応急の復旧対策ができない場合に、友愛精神に基づき相互に応
援を行うものとする。 

（応援の種類） 
第２条 応援の種類は、次のとおりとする。 
（１）食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 
（２）被災者の救援・救肋、医療、防疫、施設の応急復旧等の活勤に必要な資機材及び物資の提供 
（３）救援・救肋活勤等の応急復旧活勤に必要な車両、舟艇等の提供 
（４）救援・救肋、医療、防疫、清掃その他応急復旧活動に必要な職員の派遣 
（５）前各号に掲げるもののほか、特に被災市町村から要請があった事項 
（応援要請の手続） 
第３条 被災市町村が応援の要請をするときは、次の事項を明らかにし、第７条に規定する連絡担当部局を通して、電
話、電信等により応援を要請するものとする。 

（１）被害の状況 
（２）前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品名、数量等 
（３）前条第４条に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種、人員及び業務内容 
（４）応援場所及び応援場所への経路 
（５）応援の期間 
（６）前各号に掲げるもののほか、必要と認める事項 
２ 応援を要請した被災市町村は、後日、必要事項を記載した文言を速やかに要請先市町村（以下「応援市町村」とい
う｡）に対し送付しなければならない。 

（応援の実施） 
第４条 応援市町村は、前条の要請に応じて応援要請に努めるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、通信の途絶等により被災市町村との連絡がとれない場合には、被災市町村以外の協定市
町村相互が連絡調整し、自主応援活動を行うことができる。 

３ 自土応援した市町村は、応援内容等を被災市町村に連絡するものとする。 
４ 自主応援した市町村は、相互に協力して災害に係る情報を収集し、その情報を被災市町村に提供するものとする。 
（応援活勤の指揮） 
第５条 被災市町村における各種応援活勤の実施については､被災市町村の長が指揮するものとする。 
（応援経費の負担） 
第６条 応援に要した経費は、別途定める協定実施細目により負担するものとする。 
（連絡担当部局） 
第７条 協定市町村は､あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め､災害が発生したときには、速やかに情報を相
互に交換するものとする。 

（資料の交換） 
第８条 協定市町村は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年１回地域防災計画その他の参考資料を相互
に交換するものとする。 

（協議） 
第９条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、協定市町村が協議して定めるも
のとする。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各１通を保有する。 

  平成１５年７月２３日 
 
                     甲  熊本県市長会 

 会長 幸山 政史 
                
                     乙  熊本県町村会 

会長 冨永 清次 
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熊本県都市災害時相互応援に関する協定 
 
熊本市、八代市、人吉市、荒尾市、水俣市、玉名市、山鹿市、天草市、菊池市、宇土市、上天草市、宇

城市、阿蘇市及び合志市（以下「協定市」という。）は、協定市のいずれかがその市域において災害によ
る被害（災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に規定する災害による被害又は武力
攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号）第２条第４項に
規定する武力攻撃災害による被害若しくは同法第１７２条第１項に規定する緊急対処事態に係る被害をい
う。）を受け、当該被害を受けた協定市（以下「被災市」という。）が独自では十分な応急措置が実施で
きない場合に、被災市の要請にこたえ、他の協定市が友愛的精神に基づき行う応援（以下「応援」という。）
に関する事項を定め、もって被災市の応急対策及び復旧対策を円滑に遂行するための協定を次のとおり締
結する。 
 
（応援の種類） 
第１条 応援の種類は、次のとおりとする。 
（１）食糧、飲料水及び生活必需物資並びにその供給に必要な資機材の提供 
（２）被災者の救援･救助、医療、防疫、施設の応急復旧等の活動に必要な資機材及び物資の提供 
（３）救援･救助活動等の応急復旧活動に必要な車両、舟艇等の提供 
（４）救援･救助、医療、防疫、清掃その他応急復旧活動に必要な職員の派遣 
（５）前各号に掲げるもののほか、特に被災市から要請があった事項 
（応援要請の手続き） 
第２条 応援を要請しようとする被災市は、次の事項を明らかにし、第 6 条に定める連絡担当部局を通じ
て、電話、電信等により応援を要請するものとする。 

（１）被害の状況 
（２）前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、物資等の品、数量等 
（３）前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、職員の職種、人員及び業務内容 
（４）応援場所及び応援場所への経路 
（５）応援の期間 
（６） 前各号に掲げるもののほか、必要と認める事項 
２ 応援を要請した被災市は、後日、必要事項を記載した文章を速やかに応援を要請し協定市に送付しな
ければならない。 

（応援の実施） 
第３条 応援を要請された協定市は、極力これに応じて応援活動に努めるものとする。 
２ 前項の規定にかかわらず、通信の途絶等により被災市との連絡がとれない場合には、被災市以外の協
定市相互が連絡調整し、自主応援活動を行うことができる。 

（応援活動の指揮） 
第４条 被災市における各種応援活動の実施については、被災市の市長が指揮するものとする。 
（応援経費の負担） 
第５条 応援に要した経費は、原則として別途定める協定実施細目により負担するものとする。 
（連絡担当部局） 
第６条 協定市は、あらかじめ相互応援のための連絡担当部局を定め、災害が発生したときは、速やかに

情報を相互に交換するものとする。 
（資料の交換） 
第７条 協定市は、この協定に基づく応援が円滑に行われるよう、毎年１回地域防災計画その他の参考資
料を相互に交換するものとする。 

（権限の委任） 
第８条 この協定のそれぞれの市は、熊本県市長会が熊本県町村会と締結する災害時相互応援に関する協
定について、その権限を熊本県市長会会長に委任するものとする。 

（効力発生の日） 
第９条 この協定は、平成２０年４月２３日からその効力を生ずる。 
（協定の廃止） 
第１０条 熊本県１１市災害時相互応援に関する協定（平成１４年９月３０日締結）は、前項の日をもっ
て廃止する。 

（協議） 
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第１１条 この協定,の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、協定市が協議し
て定めるものとする。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書１４通を作成し、記名押印のうえ、各１通を保有する。 

 
平成２０年４月２３日 

 
   熊本市 

  代表者   熊 本 市 長   幸  山  政  史 
 
   八代市 

  代表者      八 代 市 長    坂  田  孝  志 
 
   人吉市 

  代表者   人 吉 市 長  田  中 信  孝 
 
      荒尾市 

  代表者   荒 尾 市 長  前  畑  淳  治 
 

水俣市 
 代表者   水 俣 市 長    宮 本 勝 彬  

 
玉名市 

  代表者   玉 名 市 長  島 津 勇 典  
     

山鹿市 
  代表者      山 鹿 市 長    中  嶋  憲  正 

 
   天草市 

  代表者   天 草 市 長    安 田 公 寛 
 

菊池市 
 代表者   菊 池 市 長    福 村 三 男 

 
宇土市 
 代表者   宇 土 市 長    田 口 信 夫 

 
上天草市 
 代表者   上天草市長   川 端 祐 樹  

 
字城市 
 代表者   字 城 市 長    阿曽田      清 

 
阿蘇市 
 代表者   阿 蘇 市 長    佐 藤 義 興 

 
合志市 
 代表者   合 志 市 長    大  住  清  昭 
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災害時における応援に関する協定書 
 
水俣市（以下「甲」という。）と水俣市建設業協会会長坂口俊一（以下「乙」という。）とは、災害時

における応急対策のための応援等について、次のとおり協定する。 
 

（要請） 
第１条 甲は、災害警戒のための巡回活動及び災害応急対策のための応援（以下「応援」という。）を要
請する必要があるときは、文書により次の各号に掲げる事項を明らかにして乙に対して応援を要請する
ものとする。ただし、急を要する場合については、電話等で要請することができる。 

（１）災害の状況及び応援を要請する理由 
（２）応援を必要とする場所 
（３）応援を必要とする作業内容 
（４）その他応援に必要な事項 
２ 乙に対する甲の応援要請手続は、水俣市産業建設部土木課が担当する。ただし、緊急を要する場合は、
総務企画部総務課等が応援を要請することができる。 

（実施） 
第２条 乙は、甲から応援の要請を受けた場合は、特別の理由がない限りこれを受諾し、甲の指示を受け、
甲の要請に従って応援に従事するものとする。 

（報告） 
第３条 乙は、前条に規定する応援に従事した場合は、次に掲げる事項を文書をもって甲に報告するもの
とする。 

（１）応援に従事した団体の名称、作業場所及び作業内容 
（２）応援に従事した者の氏名及び個人別時間数 
（３）応援に使用した機器類の種別台数及び使用時間数 
（４）その他甲が必要と認める事項 
（経費の負担） 
第４条 乙が、第２条に規定する応援の従事のために要した経費は、甲が負担するものとする。ただし、
巡回活動に関する経費は、乙が負担するものとする。 

（補償） 
第５条 この協定に基づき、応援に従事した者が、当該応援に従事したことにより死亡し、若しくは疾病
にかかり、又は負傷したときは、労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）の適用がある場合
を除き、水俣市消防団員等公務災害補償条例（昭和４１年条例第１４号）を適用し、補償するものとす
る。 

（連絡） 
第６条 乙は、甲の要請により応援に出動する協会員の協力体制などについて、毎年４月末日までに甲に
連絡するものとする。 

（協定の期間） 
第７条 本協定の期間は、平成１８年１２月４日から平成２３年１２月３１日までとする。ただし、甲又
は乙の一方から文書をもって協定終了の意思表示をしない限り、以後は１年間の自動更新とする。 

（協議） 
第８条 この協定について疑義のあるとき、又はこの協定に定めない事項については、甲乙協議のうえ定
めるものとする。 
 
この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。 
 
平成１８年１２月４日 

 
甲  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬 
  

乙  水俣市陣内一丁目５番３号 
水俣市建設業協会 
会 長       坂口 俊一   
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災害時における救援物資提供に関する協定書 
 

水俣市（以下「甲」という。）と南九州ペプシコーラ販売株式会社（以下「乙」という。）は、災害時に

おける救援物資提供について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について必要な事項を定め

るものとする。 

（協力の内容） 

第２条 甲の管内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害が発生し、

又はその発生するおそれがある場合において、甲が災害対策本部を設置し、当該災害対策本部から乙に

対して物資の提供について要請があったときは、乙は甲に対して、次項から第４項までの内容により協

力するものとする。 

２ 乙は、前項の物資提供の要請があったときは、次の各号に掲げるとおり対応するものとする。 

（１）乙が甲の管内に設置した乙の災害対応型自動販売機の機内在庫の商品を、甲に無償で提供する。 

（２）乙は、甲の管内に設置する乙の災害対応型自動販売機１台に付き、飲料水２Ｌペットボトル１０

ケース（１２０Ｌ）を無償提供するものとする。 

（３）前号に定めるもののほか、甲乙協議により決定した乙の商品（以下「乙商品」という。）を、甲に

優先的に安定供給を行う。ただし、この場合の乙商品は、有償にて供給する。 

３ 乙は、第１項の物資提供の要請があったときは、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期すもの

とする。ただし、道路不通、停電等によりその供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を練

るものとする。   

４ 乙の甲に対する第２項第２号の乙商品の引渡場所は甲乙協議し決定するものとし、甲は、その引渡場

所において乙の納品書等に基づき甲が確認のうえ、乙から乙商品の引渡しを受けるものとする。また、

このときの乙商品の価格及び代金の支払方法については甲乙協議のうえ決定するものとする。  

（要請の手続） 

第３条 甲は、この協定に基づく乙に対する前条の物資提供の要請は、救援物資提供要請書（様式１）を

もって行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものと

し、後日速やかに上記要請書を提出するものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙いずれかからも期間満了の１ヶ月前

までにこの協定を終了する旨の申し出がない限り、同一内容をもって１年間継続するものとし、以後も

また同様とする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に定めのない

事項については、その都度甲乙間で協議して定めるものとする。 

 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上各１通を保有する。 

 

平成１８年１１月１３日 

 

甲  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬 

   

乙  熊本市桜町３番３５号 

   南九州ペプシコーラ販売株式会社 

代表取締役     田中 等 
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災害時における救援物資提供に関する協定書 
 

水俣市（以下「甲」という。）と南九州コカ･コーラボトリング株式会社（以下「乙」という。）は、災害

時における救援物資提供について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時における物資の提供に関する乙の甲に対する協力について必要な事項を定め

るものとする。 

（協力の内容） 

第２条 甲の管内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害が発生し、

又はその発生するおそれがある場合において、甲が災害対策本部を設置し、当該災害対策本部から乙に

対して物資の提供について要請があったときは、乙は甲に対して、次項から第４項までの内容により協

力するものとする。 

２ 乙は、前項の物資提供の要請があったときは、次の各号に掲げるとおり対応するものとする。 

（１）乙が甲の管内に設置した乙の災害対応型自動販売機の機内在庫の商品を、甲に無償で提供する。 

（２）前号に定めるもののほか、甲乙協議により決定した乙の商品（以下「乙商品」という。）を、甲に

優先的に安定供給を行う。ただし、この場合の乙商品は、有償にて供給する。 

３ 乙は、第１項の物資提供の要請があったときは、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期すもの

とする。ただし、道路不通、停電等によりその供給に支障が生じた場合は、甲との協議により対策を練

るものとする。   

４ 乙の甲に対する第２項第２号の乙商品の引渡場所は甲乙協議し決定するものとし、甲は、その引渡場

所において乙の納品書等に基づき甲が確認のうえ、乙から乙商品の引渡しを受けるものとする。また、

このときの乙商品の価格及び代金の支払方法については甲乙協議のうえ決定するものとする。 

（要請の手続） 

第３条 甲は、この協定に基づく乙に対する前条の物資提供の要請は、救援物資提供要請書（様式１）を

もって行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものと

し、後日速やかに上記要請書を提出するものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙いずれかからも期間満了の１ヶ月前

までにこの協定を終了する旨の書面による申し出がない限り、同一内容をもって１年間継続するものと

し、以後もまた同様とする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に定めのない

事項については、その都度、甲乙間で協議して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上各１通を保有する。 

 

平成１８年１１月１３日 

 

甲  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬 

 

乙  熊本市南高江３丁目５番１号 

 南九州コカ・コーラボトリング株式会社 

代表取締役社長   本坊 幸吉 
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共通：南九州ペプシコーラ販売株式会社、南九州コカ・コーラボトリング株式会社 

 

様式１（第３条関係） 

 

救 援 物 資 提 供 要 請 書 

 

  年  月  日 

 

南九州○○○○株式会社 

代表取締役社長  ○○ ○○ 様 

 

 

                          水俣市長 

 

 

 災害時における救援物資提供に関する協定第３条の規定により、次のとおり要請しま

す。 

 

１、救援要請物資 

 

 

 

２、物資搬入日時    平成  年  月  日   時  分 

 

 

 

３、物資搬入場所 

 

 

 

                             以上 
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災害時における飲料水等の提供に関する協定書 
 

水俣市（以下「甲」という。）と水光商事株式会社（以下「乙」という。）は、災害時における飲料水

等の提供について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 この協定は、災害時における飲料水等の提供に関する乙の甲に対する協力について必要な事項を

定めるものとする。 

（協力の内容） 

第２条 甲の管内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害が発生し、

又はその発生するおそれがある場合において、甲が災害対策本部を設置し、当該災害対策本部から乙に

対して物資の提供について要請があったときは、乙は甲に対して、次項から第４項までの内容により協

力するものとする。 

２ 乙は、前項の物資提供の要請があったときは、次の各号に掲げるとおり対応するものとする。 

（１）乙が保有するウォーターサーバ及びウォーターボトル（商品名：アクアクララ）を、甲に無償で提

供する。 

（２）前号に定めるもののほか、甲乙協議により決定した乙の商品（以下「商品」という。）を、甲に優

先的に安定供給を行う。ただし、この場合の商品は、有償にて供給する。 

３ 乙は、第１項の物資提供の要請があったときは、速やかにフォロー体制を整えるなど万全を期すもの 

とし、避難所等への配送等については、甲乙協議し決定する。ただし、道路不通、停電等によりその供 

給に支障が生じた場合は、甲乙協議し対策を練るものとする。   

４ 乙の甲に対する第２項第２号の乙商品の引渡場所は甲乙協議し決定するものとし、甲は、その引渡場 

所において乙の納品書等に基づき甲が確認のうえ、乙から商品の引渡しを受けるものとする。また、こ 

のときの商品の価格及び代金の支払方法については甲乙協議のうえ決定するものとする。 

（要請の手続） 

第３条 甲は、この協定に基づく乙に対する前条の物資提供の要請は、救援物資提供要請書（様式１）を

もって行うものとする。ただし、緊急を要するときは口頭、電話等により要請することができるものと

し、後日速やかに上記要請書を提出するものとする。 

（期間） 

第４条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙のいずれからも期間満了の１カ月前

までにこの協定を終了する旨の書面による申し出がない限り、同一内容をもって１年間継続するものと

し、以後もまた同様とする。 

（協議） 

第５条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に定めのない

事項については、その都度、甲乙間で協議して定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上各１通を保有する。 

 

平成２０年 ７月２８日 

 

甲  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬    

 

乙    水俣市塩浜町８番２０号 

                           水光商事株式会社 

代表取締役社長   古賀 勝利 
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様式１（第３条関係） 

 

救 援 物 資 提 供 要 請 書 

 

平成  年  月  日 

 

水光商事株式会社 

代表取締役社長  ○○ ○○ 様 

 

 

                           水俣市長 ○○ ○○    

 

 

 災害時における救援物資提供に関する協定第３条の規定により、次のとおり要請しま

す。 

 

１.救援要請物資 

 

 

 

２.物資搬入日時    平成  年  月  日   時  分 

 

 

 

３.物資搬入場所 

 

 

 

４.その他 

 

 

 

                             以上 
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出水市と水俣市の災害時における相互応援に関する協定書 

 

 出水市（以下「甲」という。）と水俣市（以下「乙」という。）は、甲又は乙の地域内において、災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」という。）第２条第１号に規定する災害による

被害又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以

下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する武力攻撃による被害若しくは同法第１７２条第１項

に規定する緊急対処事態による被害を受け、当該被害を受けた市では十分な応急措置を実施することがで

きない場合に、災対法第６７条第１項及び国民保護法第１７条第１項の規定に基づく応援を円滑に遂行す

るため、次のとおり協定を締結する。 

 

（応援の種類） 

第１条 応援の種類は、次のとおりとする。 

（１）食料、飲料水及び生活必需物資の供給並びにその供給に必要な資機材の提供 

（２）被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（４）救援、防疫、応急復旧等に必要な職員の派遣 

（５）被災者の一時受入れ及びその受入れに必要な施設の提供 

（６）ボランティアのあっせん 

（７）災害ごみの受入れに関する事項 

（８）ホームページ等による対外的情報の提供に関する事項 

（９）前各号に掲げるもののほか、応援を要請する市（以下「要請市」という。）から特に要請があった       

  事項 

（応援要請の手続き） 

第２条 要請市は、次の各号に掲げる事項を明らかにして、第７条に規定する担当課を通じて電話、ＦＡ

Ｘ等により要請を行い、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）発生している災害による被害の状況、今後懸念される災害の状況 

（２）前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、供給又は提供を必要とする物

資等の品名、数量その他必要な事項 

（３）前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、派遣を必要とする職員の職種別人員その他必

要な事項 

（４）前条第５号に掲げる応援を要請する場合にあっては、受入人数その他必要な事項 

（５）前条第６号に掲げる応援を要請する場合にあっては、要請人数その他必要な事項 

（６）前条第７号に掲げる応援を要請する場合にあっては、種別、数量、搬入時期、搬入方法その他必要

な事項 

（７）前条第８号に掲げる応援を要請する場合にあっては、掲載内容その他必要な事項 

（８）応援場所及び応援場所への経路 

（９）応援を必要とする期間 

（10）前各号に掲げるもののほか、応援を受けるために必要な事項 

（応援の実施） 

第３条 前条の規定により応援を要請された市は、これに速やかに応じるものとする。 

（自主的応援出動） 

第４条 応援を行おうとする市は、災害の発生により要請市との連絡が取れない場合であって、報道機関

による報道内容、要請市周辺の市町村の被災状況等から判断して応援する必要があると認めた場合は、

自主的な判断に基づき必要な応援を行うことができるものとする。この場合においては、第２条に規定

する応援の要請があったものとみなす。 

（応援経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、原則として要請市の負担とする。 
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２ 前２条の規定により応援を行った市（以下「応援市」という。）は、要請市が前項の経費を支弁する

いとまがなく、かつ、要請市から災対法第９２条第２項の規定により当該経費の一時繰替支弁を要請さ

れた場合は、当該経費の一時繰替支弁を行うものとする。 

（災害補償等） 

第６条 第１条第４号の規定により派遣された職員（以下「派遣職員」という。）に係る公務災害補償に

ついては、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）の定めるところによる。 

２ 派遣職員が公務執行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援業務の従事中に生じたものに

ついては要請市が、要請市への往復経路の途中に生じたものについては応援市が、それぞれ賠償の責め

を負うものとする。 

（担当課） 

第７条 甲及び乙は、あらかじめ応援に関する情報連絡を所掌する担当課を定め、災害発生時における相

互連絡体制を整備するものとする。 

２ 担当課は、この協定に基づく応援の円滑化を図るため、災害が発生した場合には、速やかに緊密な情

報交換を行うものとする。 

（資料の提供等） 

第８条 甲及び乙は、協定に基づく相互応援を円滑に行うため、相互に協力して必要な資料の提供、定期

的な意見交換、必要な訓練等を実施するものとする。 

（協議） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、甲、乙が協議して

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持するも

のとする。 

 

平成２０年１１月２５日 

 

甲  出水市 

代表者 出水市長  渋谷 俊彦 

 

           乙  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬 
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伊佐市と水俣市の災害時における相互応援に関する協定書 
 

 伊佐市（以下「甲」という。）と水俣市（以下「乙」という。）は、甲又は乙の地域内において、災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号。以下「災対法」という。）第２条第１号に規定する災害による

被害又は武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以

下「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する武力攻撃による被害若しくは同法第１７２条第１項

に規定する緊急対処事態による被害を受け、当該被害を受けた市では十分な応急措置を実施することがで

きない場合に、災対法第６７条第１項及び国民保護法第１７条第１項の規定に基づく応援を円滑に遂行す

るため、次のとおり協定を締結する。 

 

（応援の種類） 

第１条 応援の種類は、次のとおりとする。 

（１）食料、飲料水及び生活必需物資の供給並びにその供給に必要な資機材の提供 

（２）被災者の救出、医療、防疫、施設の応急復旧等に必要な資機材及び物資の提供 

（３）救援及び救助活動に必要な車両等の提供 

（４）救援、防疫、応急復旧等に必要な職員の派遣 

（５）被災者の一時受入れ及びその受入れに必要な施設の提供 

（６）ボランティアのあっせん 

（７）災害ごみの受入れに関する事項 

（８）ホームページ等による対外的情報の提供に関する事項 

（９）前各号に掲げるもののほか、応援を要請する市（以下「要請市」という。）から特に要請があった

事項 

（応援要請の手続き） 

第２条 要請市は、次の各号に掲げる事項を明らかにして、第７条に規定する担当課を通じて電話、ＦＡ

Ｘ等により要請を行い、その後速やかに文書を提出するものとする。 

（１）発生している災害による被害の状況、今後懸念される災害の状況 

（２）前条第１号から第３号までに掲げる応援を要請する場合にあっては、供給又は提供を必要とする物

資等の品名、数量その他必要な事項 

（３）前条第４号に掲げる応援を要請する場合にあっては、派遣を必要とする職員の職種別人員その他必

要な事項 

（４）前条第５号に掲げる応援を要請する場合にあっては、受入人数その他必要な事項 

（５）前条第６号に掲げる応援を要請する場合にあっては、要請人数その他必要な事項 

（６）前条第７号に掲げる応援を要請する場合にあっては、種別、数量、搬入時期、搬入方法その他必要

な事項 

（７）前条第８号に掲げる応援を要請する場合にあっては、掲載内容その他必要な事項 

（８）応援場所及び応援場所への経路 

（９）応援を必要とする期間 

（10）前各号に掲げるもののほか、応援を受けるために必要な事項 

（応援の実施） 

第３条 前条の規定により応援を要請された市は、これに速やかに応じるものとする。 

（自主的応援出動） 

第４条 応援を行おうとする市は、災害の発生により要請市との連絡が取れない場合であって、報道機関

による報道内容、要請市周辺の市町村の被災状況等から判断して応援する必要があると認めた場合は、

自主的な判断に基づき必要な応援を行うことができるものとする。この場合においては、第２条に規定

する応援の要請があったものとみなす。 

（応援経費の負担） 

第５条 応援に要した経費は、原則として要請市の負担とする。 

２ 前２条の規定により応援を行った市（以下「応援市」という。）は、要請市が前項の経費を支弁する

いとまがなく、かつ、要請市から災対法第９２条第２項の規定により当該経費の一時繰替支弁を要請さ

れた場合は、当該経費の一時繰替支弁を行うものとする。 
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（災害補償等） 

第６条 第１条第４号の規定により派遣された職員（以下「派遣職員」という。）に係る公務災害補償に

ついては、地方公務員災害補償法（昭和４２年法律第１２１号）の定めるところによる。 

２ 派遣職員が公務執行中に第三者に損害を与えた場合は、その損害が応援業務の従事中に生じたものに

ついては要請市が、要請市への往復経路の途中に生じたものについては応援市が、それぞれ賠償の責め

を負うものとする。 

（担当課） 

第７条 甲及び乙は、あらかじめ応援に関する情報連絡を所掌する担当課を定め、災害発生時における相

互連絡体制を整備するものとする。 

２ 担当課は、この協定に基づく応援の円滑化を図るため、災害が発生した場合には、速やかに緊密な情

報交換を行うものとする。 

（資料の提供等） 

第８条 甲及び乙は、協定に基づく相互応援を円滑に行うため、相互に協力して必要な資料の提供、定期

的な意見交換、必要な訓練等を実施するものとする。 

（協議） 

第９条 この協定の実施に関し必要な事項及びこの協定に定めのない事項については、甲、乙が協議して

定めるものとする。 

 

この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持するも

のとする。 

 

平成２１年４月１日 

 

甲  伊佐市 

代表者 伊佐市長  隈元 新 

 

         乙  水俣市 

代表者 水俣市長  宮本 勝彬 
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災害情報共有システムの開発及び運用に関する覚書 
 

 熊本県芦北地域振興局（以下、｢県｣という。）と熊本県建設業協会芦北支部（以下、｢建設業協会｣とい

う。）とは、平成１８年３月に｢大規模災害発生時における支援活動に関する協定（以下、｢災害協定｣とい

う。）を締結し、これまで災害発生時等において相互に連携･協力して防災活動等に取り組んできたところ

である。 

 これに加え、災害発生時等においては、この災害協定の枠を超えて、広く管内市町を含む防災関係者が、

公共施設に関する被害情報をいち早く入手し、その情報を相互に共有することにより、協働して初動活動

等にあたるなど、一層の連携強化が必要である。 

 このため、県と建設業協会とは災害協定に基づき、また、水俣市、芦北町及び津奈木町とは災害時の連

携強化を図るため、相互に協力して｢災害情報共有システム（以下、｢当該システム｣という。）｣を開発し

運用していくものとし、ここに災害情報共有システムの開発及び運用に関する覚書（以下、｢覚書｣という。）

を定める。 

 

１ 目的 

  当該システムは、地域の防災並びに公共施設災害に関する情報を、建設業協会、県及び各市町（以下、

｢関係者｣という。）が相互に共有し、防災や迅速な初動活動に向けた取り組みを行うことを目的に開発

し、運用するものとする。 

２ 情報の登録と共有 

関係者は、災害発生時又はその恐れがある場合は、積極的に地域の防災並びに公共施設災害に関する

情報を収集するとともに、その情報を当該システムへ登録することにより、相互に共有するものとする。 

３ 目的外利用の禁止    

  関係者は、当該システムを利用して知り得た情報を、その目的以外に利用してはならない。 

４ 秘密の保持 

  関係者は、ログインに必要なユーザー名、パスワード及びログインによって知り得た情報を関係者以

外へ漏らしてはならない。 

５ 経費の負担 

  当該システムの開発及び運用に関する費用負担等は次のとおりとする。 

（１）当該システムの開発及び変更は県が負担して行う。 

（２）当該システムは当分の間、建設業協会のホームページ用のサーバーにおいて、建設業協会の負担に

より運用する。 

（３）建設業協会員が位置情報を得るための機器は、県と建設業協会が応分の負担により購入するものと

し、県が購入した分については建設業協会を通じ協会員に貸与する。 

（４）各市町が位置情報を得るための機器は、それぞれが負担して購入する。 

（５）当該システムへの情報の登録及び閲覧に必要な通信料等は、当該システムを利用する者の負担とす

る。 

６ 事務局 

 当該システムの運用にあたり、事務局を熊本県芦北地域振興局土木部維持管理課内におく。 

（１）事務局は、当該システムの運用に関する管理者権限を有するものとし、その執行は関係者との調整

の上で主体的に行うものとする。 

（２）事務局は、この覚書に定めが無い案件が生じた場合は、関係者との協議に基づき、主体的に問題の

解決に当たるものとする。 

７ 規則の遵守 

 関係者は、この覚書を遵守するものとし、これが実行されない場合は、当該システムの運用から脱退

するものとする。 

８ 有効期間 

 この覚書の有効期間は、締結の日から平成２１年８月３１日までとする。但し、期間満了の日の３０

日前までに関係者から文書をもって覚書終了の意思表示がない限り、更に１年間延長するものとし、そ

の後においても同様とする。 
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 この覚書の成立を証するため、本書５通を作成し記名押印の上、各自その１通を保有する。                          

 

平成２０年８月２８日 

  

熊本県芦北地域振興局 

 

水俣市 

 

芦北町 

 

津奈木町 

 

社団法人熊本県建設業協会芦北支部 
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災害時における物資供給に関する協定書 
 
 水俣市（以下｢甲｣という。）とＮＰＯ法人コメリ災害対策センター（以下｢乙｣という。）は、災害時における物資の
供給に関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、地震、風水害その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時｣という。） 
において、甲が乙と協力して、物資を迅速かつ円滑に被災地へ供給するために必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項の発効） 
第２条 この協定に定める災害時の協力事項は、原則として甲が、災害対策本部を設置し、乙に対して要請を行ったと
きをもって発効する。 

（供給等の協力要請） 
第３条 甲は、災害時において物資を調達する必要があると認めるときは、乙に調達が可能な物資の供給を要請するこ
とができる。 

（調達物資の範囲） 
第４条 甲が、乙に供給を要請する物資の範囲は、次に掲げるもののうち、乙が調達可能な物資とする。 
（１）別表に掲げる物資 
（２）その他甲が指定する物資 
（要請の方法） 
第５条 第３条の要請は、調達する物資名、数量、規格、引渡場所等を記載した文書をもって行うものとする。ただし、
文書をもって要請するいとまがないときは、電話等で要請し、その後速やかに文書を交付するものとする。 

（物資の供給の協力） 
第６条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、物資の優先供給に努めるものとする。 
２ 乙は、物資の供給を実施したときは、その供給の終了後速やかにその実施状況を報告書により甲に報告するものと
する。 

（引渡し等） 
第７条 物資の引渡場所は、甲が指定するものとし、その指定地までの運搬は、原則として乙が行うものとする。ただ
し、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める輸送手段により運搬するものとする。 

２ 甲は、乙が前項の規定により物資を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配慮するものとする。 
（費用の負担） 
第８条 第６条の規定により、乙が供給した物資の代金及び乙が行った運搬等の経費は、甲が負担するものとする。 
２ 前項に規定する費用は、災害発生直前における小売価格等を基準とし、甲と乙が協議の上速やかに決定する。 
（費用の支払い） 
第９条 物資の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 
２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものとする。 
（情報交換） 
第１０条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資の供給等についての情報交換を行い、災害時に備えるものと
する。 

（協議） 
第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定するものとする。 
（有効期間） 
第１２条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知しない限
り、その効力を有するものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
 

平成２２年３月２４日 
 
                     甲  水俣市 

代表者 水俣市長 宮本 勝彬        
 
                     乙  新潟市南区清水４５０１番地１ 

ＮＰＯ法人 コメリ災害対策センター 
理事長  捧 賢一 
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別表 

  災害時における緊急対応可能な物資 

大分類 主な品種 

作業関係 

 

 

作業シート、標識ロープ、ヘルメット、防塵マスク、簡易マスク、長靴、

軍手、ゴム手袋、皮手袋、雨具、土のう袋、ガラ袋、スコップ、ホースリ

ール 

日用品等 毛布、タオル、割箸、使い捨て食器、ポリ袋、ホイル、ラップ、ウェット

ティシュ、マスク、バケツ、水モップ、デッキブラシ、雑巾、簡易ライタ

ー、使い捨てカイロ 

水関係 飲料水、水缶 

冷暖房機器等 大型石油ストーブ、木炭、木炭コンロ 

電気用品等 投光器、懐中電灯、乾電池、カセットコンロ、カセットボンベ 

トイレ関係等 救急ミニトイレ 
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災害時における応急生活物資供給等の協力に関する協定書 

 

 水俣市（以下「甲」という。）と生活協同組合水光社（以下「乙」という。）は、災害時における応急

生活物資供給等の協力について次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第 1条 この協定は、災害時における応急生活物資供給等の協力に関する甲と乙の相互の協力 

 について、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の内容） 

第２条 甲の管内で災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第１号に定める災害が発 

 生し、又は発生するおそれのある場合において、甲が災害対策本部を設置し、当該災害対策本 

 部から乙に対して、物資の提供について要請することができ、乙は甲から要請を受けたときは、 

 乙が保有する応急生活物資を、積極的に甲に提供するよう協力に努めるものとし、必要に応じ  

 て物資の調達、安定供給に務めるものとする。 

２ 甲が乙に要請する災害時の応急生活物資は、状況により異なるが、主なものは、次に掲げるも 

 ののうち、乙が保有する物資とする。 

  ア 食料・飲料水 

  イ 衣料寝具 

  ウ 日用雑貨品 

  エ 調理用品 

  オ その他甲が指定する物資 

（要請の手続等） 

第３条 甲の乙に対する要請手続は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、   

 口頭又は電話等をもって要請し、事後文書を提出するものとする。 

２ 甲及び乙は、連絡体制、連絡方法、連絡手段等について、支障を来さないよう常に点検、改 

 善に努めるものとする。 

（応急生活物資の運搬） 

第４条 応急生活物資の運搬は、原則として甲又は乙が指定する者が行うものとする。また、乙は、 

 必要に応じて甲に対して運搬の協力を求めることができる。 

（費用） 

第５条 第２条及び前条の規定により乙が供給した応急生活物資の対価及び乙が行った運搬等 

 の費用については甲が負担するものとする。 

２ 前項に規定する対価及び費用は、乙が保有商品の優先供給及び運搬終了後、乙の提出する 

 出荷確認書等に基づき、災害時直前における適正価格を基準として、甲乙協議の上決定するも  

 のとする。 

３ 引渡し前に生じた物資の亡失、き損等は乙の負担とする。 

（情報の収集･提供） 

第６条 甲は、災害時において、市民に対し応急生活物資の配布場所、品目等の情報伝達に努 

 め、乙は、それに協力するものとする。 

２ 甲及び乙は、災害時において、被災地域及び被災者の状況、地域の生活物資の価格及び供 

 給状況等の情報交換を行うものとする。 

３ 甲及び乙は、災害時において、物価の高騰の防止等を図るため、協力して市民に対し迅速か 

 つ的確な物価等の生活情報の提供に努めるものとする。 

４ 甲及び乙は、平常時から応急生活物資等についての調査研究を行うとともに情報交換を行い、 

 災害時に備えるものとする。 

（生活物資の安定供給） 

第７条 乙は、災害時にその組織、施設及び機能を最大限に活用し、生活物資の高騰等の防止 

 を図り、市民生活の早期安定に寄与するよう、市民に対する生活物資の安定供給に努力し、甲 

 はそれに協力するものとする。 

（その他必要な支援） 
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第８条 この協定に定める事項のほか、生活物資等について被災者への支援が必要な場合は、 

 甲乙協議の上決定するものとする。 

（法令の遵守） 

第９条 この協定の施行に当たっては、消費生活協同組合法（昭和２３年法律第２００号）その他 

 法令を遵守するものとする。 

（期間） 

第１０条 この協定の有効期間は、協定締結の日から５年間とし、甲乙いずれからも期間満了の１ 

 カ月前までにこの協定を終了する旨の書面による申し出がない限り、同一内容を１年間継続す 

 るものとし、以後もまた同様とする。 

（協議） 

第１１条 この協定に定めるもののほか、この協定の実施に関して必要な事項その他この協定に 

 定めのない事項については、その都度、甲乙間で協議して定めるものとする。 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ各１通を保有する。 

 

   平成２２年４月２日 

 

                  甲  水俣市                     

                     代表者 水俣市長 宮本 勝彬    

  

                  乙  水俣市古賀町１丁目１番１号        

                     生活協同組合 水光社 理事長 杉本 健二 
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「災害時における廃棄物の処理等の支援活動に関する協定書」に関する実施細目 
 

水俣市（以下「甲」という。）と社団法人熊本県産業廃棄物協会（以下「乙」という。）とは、平成２１

年５月１５日に熊本県と乙との間で締結した「災害時における廃棄物の処理等の支援活動に関する協定書」

（以下「基本協定書」という。）に基づき乙が支援活動を実施する際の細目について、次のとおり定める。 

 

（目的） 

第１条 基本協定書に基づき、災害時に大量に発生した廃棄物を迅速かつ適正に処理するために必要な事

項を定め、災害が発生した地区の生活環境保全及び速やかな復旧を支援することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この実施細目における定義は、基本協定書第２条のとおりとする。 

（連絡窓口） 

第３条 この実施細目に係る甲、乙の連絡の窓口は、次のとおりとする。 

（１）甲の連絡窓ロ: 水俣市福祉環剰境部環境モデル都市推進課 

（２）乙の連絡窓口: 社団法人熊本県産業廃棄物協会事務局 

（関係機関との連携） 

第４条 乙は、平常時の対応は、基本協定書第４条のとおりとする。 

（災害協力の要請手続き） 

第５条 甲は、基本協定書第５条第１項に基づき、熊本県に対して災害協力の要請を行った場合は、その

旨を乙に対して連絡するものとする。 

２ 第１項の要請及び連絡は、原則として文書（ファクシミリを含む。）によるものとする。 

（確認事項） 

第６条 災害廃棄物は、一般廃棄物に該当することを踏まえ、基本協定書に基づき乙が行う支援について、

次のとおり確認する。 

（１）防災会議等への参加 

甲は、基本協定書第４条に基づき、乙との連携を図るために防災会議及び防災訓練への参加を乙へ

要請することができるものとする。 

（２）災害時の応急措置 

甲は、基本協定書第６条及び第７条に基づく応急措置を円滑に実施できるよう、その詳細について、

事前に乙と協議しておくこととする。 

（３）処理業の許可の取扱い 

甲は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則第２条第１項及び第２条の３第１項の規定によ

り、一般廃棄物処理業許可を要しない乙の会員に対しても災害廃棄物の処理を委託することができる。 

（４）マニフェスト 

乙の会員による災害廃棄物の処理等の支援活動については、適正処理の確保及び処理実績の確認手

段としてマニフェストを使用し、乙はその実績等をとりまとめのうえ、甲へ報告することとする。 

（５）委託契約及び費用 

ア 基本協定書第８条第１項に基づき乙が行った災害廃棄物の処理等に要した費用は、委託契約に基

づき甲が負担するものとする。 

イ 前号の費用の額は、甲の積算方法によることを基本とする。 

（６）災害廃棄物の処理作業上の留意事項 

ア 専用ステッカー等の配布及び災害状況の報告 

甲は、災害廃棄物の処理等の支援活動時に収集運搬車や重機等が明確に識別できるよう、専用ス

テッカー等を乙の会員へ配布するものとする。 

また、甲は交通網の被災状況等の情報を乙に提供するものとする。 

イ 災害現場及び仮置場での確認･体制 

甲は、災害現場及び甲指定の仮置場に、災害廃棄物の取扱いや管理について指示を行うため、甲

の職員を派遣するものとする。 

ウ 仮置場の選定 
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（ア）甲は、災害廃棄物の処理を円滑にするため災害廃棄物の仮置場として、受入れ可能な乙の会員

を事前に選定することができる。この場合において、甲は、乙の会員へその仮置場の選定の有無

を明確にするため証明書を発行することとする。 

（イ）甲は、その選定箇所の廃棄物の取扱いや管理のため乙の会員職員の中から 仮置場責任者を任

命することができる。 

（７）第三者の過失による賠償・補償 

基本協定書第６条、第７条に基づく乙の会員の支援活動等の際に第三者の過失による事故 が発生し、

乙の会員に被害が生じた場合、その原因者に賠償･補償を求めることとする。 

（８）処理方法等への提案、助言 

乙は、甲からの要請に基づき、業務の経験を活かし、災害廃棄物の処理方法等への提案、助言がで

きるものとする。 

（疑義） 

第７条 この実施細目に定める事項について疑義が生じたときは、その都度甲乙協議のうえ、定めるもの

とする。 

（適用） 

第８条 この実施細目は、平成２３年２月１日から適用する。 

 

この実施細目を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 

 

平成２３年２月１日 

 

      甲  水俣市 

         代表者 水俣市長        宮 本 勝 彬 

 

      乙  熊本市上南部２丁目１番１１３号 

         社団法人熊本県産業廃棄物協会 

             会  長        大 野 羊 逸 
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水俣市における大規模な災害時の応援に関する協定書 
 

  国土交通省九州地方整備局長（以下「局長」という。）と水俣市長（以下「市長」という。）は、災害

対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第７７条に関して、国土交通省所管施設（直轄施設を除く。以

下「所管施設」という。）に大規模な災害（暴風、豪雨、豪雪、洪水、高潮、地震、津波、噴火等による

社会的な影響が大きい重大な自然災害をいう。以下同じ。）が発生し、又は発生するおそれがある場合の

応援に関する内容等を定め、もって被害の拡大を防ぎ、及び二次災害を防止することを目的として、次の

条項により協定を締結する。 

 

（応援内容） 

第１条 応援内容は、次の事項の実施に係る資機材及び職員の応援に関するものとする。 

（１）所管施設の被害状況の把握 

（２）情報連絡網の構築 

（３）現地情報連絡員（リエゾン）の派遣 

（４）災害応急措置 

（５）その他必要と認められる事項 

（被災状況の連絡及び現地情報連絡員の派遣） 

第２条 水俣市内の所管施設に大規模な災害が発生し、又は発生のおそれがある場合には、九州地方整備

局と水俣市は相互に連絡するものとする。なお、市長の応援要請があった場合又は局長が必要と判断し

た場合は、局長は、現地情報連絡員を水俣市に派遣し情報交換を行うものとする。この場合において、

市長は、現地情報連絡員の活動場所を災害対策本部等に確保するものとする。 

（応援の実施） 

第３条 局長は、市長からの応援要請に対して、必要性について判断の上、応援を行うものとする。 

（応援要請の手続） 

第４条 市長は、水俣市内の所管施設に大規模な災害が発生、又は発生のおそれがある場合において、九

州地方整備局の応援を必要とするときは、九州地方整備局熊本河川国道事務所長に電話等により応援要

請を伝え、応援内容を相互に確認した上で、別紙－１の文書にて応援要請を提出するものとする。 

２  局長（局長からの指示を受けた九州地方整備局の職員を含む。）は、前項の応援要請を受け、応援を

行うときは、市長（市長からの指示を受けた水俣市の職員を含む。）に電話等により応援する旨を伝え、

速やかに別紙－２の文書により応援内容を通知する。 

（応援要請の手続ができない場合の応援） 

第５条 水俣市内の所管施設に大規模な災害が発生し、被災による相互の連絡不能などにより応援要請の

手続が速やかにできない場合において、特に緊急を要し、かつ応援要請に時間を要する場合は、局長が

独自の判断により応援できるものとする。この場合において、局長は、あらかじめ別紙－３の文書によ

り応援内容を市長に通知するものとする。ただし、連絡網が寸断されている等、連絡を取ることが困難

である場合は、事前に連絡することを要しない。 

（経費の負担） 

第６条 第１条に規定する応援を行った場合の経費の負担については次のとおりとする。 

（１）災害初動時に第１条（１）、（２）及び（３）の応援を行う場合 

      九州地方整備局の負担とする。なお、災害初動時とは、原則として九州地方整備局が災害等支援本

部を設置している期間とする。 

（２）第１条（４）及び（５）の応援を行う場合 

   原則として水俣市の負担とするが、第１条（４）の応援を行う場合で、次の①～④の全てに該当する

場合は、原則として九州地方整備局の負担とする。 

① 大規模な災害と認められる場合 

② 国土交通本省が非常災害対策本部若しくは緊急災害対策本部を設置し、又は非常体制を発令し

ている場合 

③ 被害拡大又は二次災害の防止のための必要最低限の緊急対応である場合（施設復旧を含まな

い。） 
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④ 広域災害等であって、本来緊急対応を実施すべき者が明確でない場合、又は関係者間で連絡不

能や連絡に時間を要する場合で、応急措置又は災害復旧事業の主体、分担等が決定されるまでの

間である場合 

（平常時の連絡） 

第７条 九州地方整備局企画部防災課及び熊本河川国道事務所調査第一課・道路管理第一課と水俣市総務

課は、平常時から防災に関する情報や資料の交換を行い、応援の円滑な実施を図るものとする。 

（その他） 

第８条 この協定に定めのない事項、又は疑義が生じた事項については、局長と市長とが協議して定める

ものとする。 

２ この協定に関する実務責任者は、九州地方整備局においては企画部防災課長、水俣市においては総務

課長とする。 

（運用） 

第９条 この協定書は、平成２３年８月２日から適用する。 

 

  平成２３年８月２日 

 

          福岡県福岡市博多区博多駅東二丁目１０番７号 

             国土交通省九州地方整備局長 

                       中  嶋   章  雅 

 

熊本県水俣市陣内一丁目１番１号 

             水 俣 市 長 

                       宮  本   勝  彬 
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災害時相互応援協定書 
 
 水俣市（以下「甲」という。）及び守山市（以下「乙」という。）は、相互扶助の精神に基づき、災害（災
害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）第２条第１号に規定する災害をいう。以下
同じ。）の発生時において相互に応援をすることについて次のように協定を締結する。 
 
（相互に行う応援） 
第１条 甲及び乙は、そのいずれかの区域において災害が発生した場合に、当該その区域において災害が
発生した市（以下「被災市」という。）に対し、もう一方の市が被災市の行う災害応急対策に関し応援を
実施する。 

２ 前項の規定により行う応援は、応援を行う市（以下「応援市」という。）の長において過剰な負担とな
らないと認められる範囲において、実施するものとする。 

（応援の内容） 
第２条 前条の規定により行う応援の内容は次の各号に規定するものとする。 
（１）次の事項を行うために必要な物資、機材又は車両の譲与又は貸付け 

ア 被災者の救難、救護その他保護の実施 
イ 医療 
ウ 防疫 
エ 災害の拡大を防止するために必要な応急措置の実施 
オ 被災市の公用又は公共用施設の応急的な復旧 
カ 食料、飲用水その他生活必需品又は応急措置に必要な物資の運搬 

（２）前号カに規定する物の譲与 
（３）その他被災市から応援市に対し要請のあった事項 
（４）職員を被災地において前各号に規定する応援の内容に従事させること。 
（応援の要求の手続） 
第３条 被災市は、前２条の規定による応援を受けようとするときは、法第 67 条第１項の規定により応援
市に応援を求めるものとする。 

２ 前項の規定により応援を求める方法は、次に掲げる事項について、状況に応じ可能な範囲内において
明らかにして電話その他の早期に情報の伝達が可能な方法により連絡することによるものとする。 

（１）災害による被害の状況 
（２）譲与又は貸付けを受けたい物資、機材又は車両の品目、規格及び数量 
（３）前条第４号の規定により応援に従事する職員（以下「応援従事職員」という。）の職種及び人数 
（４）応援を受けたい期間 
（５）応援の実施に係る場所 
（６）その他応援を受けるに当たり必要な事項 
３ 前項の規定によるもののほか、被災市が応援を求めるに際しては、甲乙が別に定めるところにより、
災害の種類、その発生日時その他の必要事項を記載した書面を応援市に送付するものとする。 

（応援の実施等） 
第４条 応援市は、前条の規定による応援の求め（以下「応援の要求」という。）を受けたときは直ちに可
能な範囲内において応援を実施するものとする。 

２ 応援市は、応援の要求がない場合において、被災市に対し応援を行うべきと認めたときは、必要と認
めた範囲において応援を実施するものとする。 

３ 応援の要求を受けた市が応援を実施できない場合は、速やかに被災市にその旨を通知しなければなら
ない。 

（指揮権） 
第５条 応援従事職員は、法第 67 条第２項により被災市の長の指揮の下に行動するものとする。 
（応援経費の負担） 
第６条 応援に要する経費は、法令に定めがあるものを除くほか、法第 92 条の規定により被災市が負担す
ることを原則とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第２項の規定による応援の要求がない場合の応援に要する経費は、
法令に定めがあるものを除くほか、応援市が負担するものとする。 

３ 応援従事職員に支払われるべき給料、手当及び旅費は、法令に定めのあるものを除くほか、応援市が
負担するものとする。 

４ 応援に要する経費について前３項の規定によりがたいときは、その都度甲乙が協議して定める。 
（災害補償等） 
第７条 応援従事職員がその職務上負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又は当該負傷若しくは
疾病の治癒後において障害を有するに至った場合における補償は、法令の規定によるもののほか応援市
の負担により行うものとする。 
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２ 応援従事職員がその職務上第三者に損害を与えた場合は、その損害の原因となった事由が応援市と被
災市の往復の途上において発生したものであるときを除き、被災市が賠償の責務を負うものとする。 

３ 前項の規定により被災市が賠償の責務を負う場合において第三者から応援市に損害賠償の請求があり、
応援市が損害賠償を行ったときは、被災市は当該行われた損害賠償の額に相当する額を応援市に支払う
ものとする。 

４ 第２項の規定により応援市が賠償の責務を負う場合において第三者から被災市に損害賠償の請求があ
り、被災市が損害賠償を行ったときは、応援市は当該行われた損害賠償の額に相当する額を被災市に支
払うものとする。 

（連絡窓口） 
第８条 甲及び乙は、必要な情報を相互に交換し、応援を円滑に行うことができるようあらかじめこの協
定の実施に関する連絡を担当する部署を定めるものとする。 

（立会い） 
第９条 この協定は、水俣市議会議長及び守山市議会議長を立会人とし、その立会いのもとで締結するも
のとする。 

２ 立会人は、前項の規定による立会いをすることによって、この協定書に定められた事項について何ら
責任を負うものではない。 

（補則） 
第 10 条 この協定に定められた事項の実施に関し、この協定書に定めのない事項又は疑義が生じた事項に
ついては、甲乙が協議して定める。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書を作成し、甲、乙及び立会人それぞれ署名押印の上、各１通を

保有する。 
 
  平成２４年３月２８日 
 

甲   水俣市 
水俣市長  宮本 勝彬 

 
乙   守山市 

                守山市長  宮本 和宏 
 

立会人 水俣市議会 
                議長    真野 頼隆 
 

立会人 守山市議会 
                議長    森 貴尉 
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災害時相互応援協定書 
 
 水俣市（以下「甲」という。）及び飯田市（以下「乙」という。）は、相互扶助の精神に基づき、災害（災
害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号。以下「法」という。）第２条第１号に規定する災害をいう。以
下同じ。）の発生時において相互に応援をすることについて次のように協定を締結する。 

 
（相互に行う応援） 
第１条 甲及び乙は、そのいずれかの区域において災害が発生した場合に、当該その区域において災害が
発生した市（以下「被災市」という。）に対し、もう一方の市が被災市の行う災害応急対策に関し応援を
実施する。 

２ 前項の規定により行う応援は、応援を行う市（以下「応援市」という。）の長において過剰な負担とな
らないと認められる範囲において、実施するものとする。 

（応援の内容） 
第２条 前条の規定により行う応援の内容は次の各号に規定するものとする。 
（１）次の事項を行うために必要な物資、機材又は車両の譲与又は貸付け 

ア 被災者の救難、救護その他保護の実施 
イ 医療 
ウ 防疫 
エ 災害の拡大を防止するために必要な応急措置の実施 
オ 被災市の公用又は公共用施設の応急的な復旧 
カ 食料、飲用水その他生活必需品又は応急措置に必要な物資の運搬 

（２）前号カに規定する物の譲与 
（３）その他被災市から応援市に対し要請のあった事項 
（４）職員を被災地において前各号に規定する応援の内容に従事させること。 
（応援の要求の手続） 
第３条 被災市は、前２条の規定による応援を受けようとするときは、法第 67 条第１項の規定により応援
市に応援を求めるものとする。 

２ 前項の規定により応援を求める方法は、次に掲げる事項について、状況に応じ可能な範囲内において
明らかにして電話その他の早期に情報の伝達が可能な方法により連絡することによるものとする。 

（１）災害による被害の状況 
（２）譲与又は貸付けを受けたい物資、機材又は車両の品目、規格及び数量 
（３）前条第４号の規定により応援に従事する職員（以下「応援従事職員」という。）の職種及び人数 
（４）応援を受けたい期間 
（５）応援の実施に係る場所 
（６）その他応援を受けるに当たり必要な事項 
３ 前項の規定によるもののほか、被災市が応援を求めるに際しては、甲乙が別に定めるところにより、
災害の種類、その発生日時その他の必要事項を記載した書面を応援市に送付するものとする。 

（応援の実施等） 
第４条 応援市は、前条の規定による応援の求め（以下「応援の要求」という。）を受けたときは直ちに可
能な範囲内において応援を実施するものとする。 

２ 応援市は、応援の要求がない場合において、被災市に対し応援を行うべきと認めたときは、必要と認
めた範囲において応援を実施するものとする。 

３ 応援の要求を受けた市が応援を実施できない場合は、速やかに被災市にその旨を通知しなければなら
ない。 

（指揮権） 
第５条 応援従事職員は、法第 67 条第２項により被災市の長の指揮の下に行動するものとする。 
（応援経費の負担） 
第６条 応援に要する経費は、法令に定めがあるものを除くほか、法第 92 条の規定により被災市が負担す
ることを原則とする。 

２ 前項の規定にかかわらず、第４条第２項の規定による応援の要求がない場合の応援に要する経費は、
法令に定めがあるものを除くほか、応援市が負担するものとする。 

３ 応援従事職員に支払われるべき給料、手当及び旅費は、法令に定めのあるものを除くほか、応援市が
負担するものとする。 

４ 応援に要する経費について前３項の規定によりがたいときは、その都度甲乙が協議して定める。 
（災害補償等） 
第７条 応援従事職員がその職務上負傷し、疾病にかかり、若しくは死亡した場合又は当該負傷若しくは
疾病の治癒後において障害を有するに至った場合における補償は、法令の規定によるもののほか応援市
の負担により行うものとする。 
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２ 応援従事職員がその職務上第三者に損害を与えた場合は、その損害の原因となった事由が応援市と被
災市の往復の途上において発生したものであるときを除き、被災市が賠償の責務を負うものとする。 

３ 前項の規定により被災市が賠償の責務を負う場合において第三者から応援市に損害賠償の請求があり、
応援市が損害賠償を行ったときは、被災市は当該行われた損害賠償の額に相当する額を応援市に支払う
ものとする。 

４ 第２項の規定により応援市が賠償の責務を負う場合において第三者から被災市に損害賠償の請求があ
り、被災市が損害賠償を行ったときは、応援市は当該行われた損害賠償の額に相当する額を被災市に支
払うものとする。 

（連絡窓口） 
第８条 甲及び乙は、必要な情報を相互に交換し、応援を円滑に行うことができるようあらかじめこの協
定の実施に関する連絡を担当する部署を定めるものとする。 

（立会い） 
第９条 この協定は、水俣市議会議長及び飯田市議会議長を立会人とし、その立会いのもとで締結するも
のとする。 

２ 立会人は、前項の規定による立会いをすることによって、この協定書に定められた事項について何ら
責任を負うものではない。 

（補則） 
第 10 条 この協定に定められた事項の実施に関し、この協定書に定めのない事項又は疑義が生じた事項に
ついては、甲乙が協議して定める。 

 
この協定の締結を証するため、本協定書を作成し、甲、乙及び立会人それぞれ署名押印の上、各１通を保
有する。 

 
 平成２４年３月２８日 

 
甲   水俣市 

水俣市長  宮本 勝彬 
 

乙   飯田市 
飯田市長  牧野 光朗 

 
立会人 水俣市議会  

                議長    真野 頼隆 
 

立会人 飯田市議会 
                議長    上澤 義一 
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大規模災害時における施設の使用に関する協定書 
 
（目的） 
第１条 本協定は、水俣警察署長（以下「甲」という。）と水俣市長（以下「乙」という。）が、大規模災
害時で水俣市役所（以下「乙施設」という。）の機能が喪失した場合において、住民の生命、身体及び財
産の保護、公共の福祉の確保等に迅速に対応するため、乙の災害対策に関する指揮を一時的に水俣警察
署（以下「甲施設」という。）内で行うことについて、必要な事項を定めるものとする。 

（協力の要請） 
第２条 乙は、大規模災害時に乙施設が損壊・水没するなどして、災害対策に関する機能を喪失し、又は
喪失する恐れがあるときは、次の各号に掲げる事項を明らかにした文書により、甲に対して甲施設の使
用に関する協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請することが困難な場合は、電話連絡
等により要請し、事後に文書を提出するものとする。 

（１）施設を使用する代表者の氏名及び連絡先 
（２）使用期間 
（３）搬入資機材、その数量等 
（使用許可の要件） 
第３条 甲が乙に対して甲施設の使用を許可する要件は、次の各号に該当する場合に限る。 
（１）大規模災害時で乙施設の機能が喪失し、容易に復旧する見込みがなく、かつ、早急に災害対策に関

する乙の指揮機能を回復する必要がある場合 
（２）甲の施設・機能・人員等に余裕があり、かつ、甲の職務遂行に支障がないと甲が認める場合 
（使用を許可する場所の指定） 
第４条 使用を許可する場所は、甲施設３階会議室の一部とする。ただし、甲の事情で供与できない場合
は、甲が指定する場所とする。 

（撤去） 
第５条 乙は、甲から撤去の要請があった場合、又は乙施設の機能が復旧した際には、借用していた施設
を原状回復した後、撤去するものとする。 

（経費の負担） 
第６条 第４条の規定により、使用を許可された場所の使用料、光熱費等は無償とする。 
（有効期間） 
第７条 本協定の有効期間は、協定締結の日からその効力を有するものとするが、甲、乙いずれか本協定
の解除の申出があった場合、甲、乙協議のうえ、その取扱いを決定するものとする。 

（疑義等の解決） 
第８条 本協定について、疑義のあるとき、又は本協定に定めのない事項については、甲、乙協議のうえ、
解決するものとする。 

 
 本協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を所持する。 
 
  平成２５年１月８日 
 
                     甲   水俣警察署 
                         署  長    高 木 茂 和  印 
 
 
                     乙   水俣市 
                         市  長    宮 本 勝 彬  印  
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災害時における物資等の供給に関する協定書 
 
 水俣市（以下｢甲｣という。）とＪＮＣ株式会社（以下｢乙｣という。）は、水俣市内において地震、風水害
その他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下｢災害時｣という。）における物資等の供給に
関し、次のとおり協定を締結する。 
 
（趣旨） 
第１条 この協定は、災害時において、甲が乙と協力して、物資等を迅速かつ円滑に被災地へ供給するた
めに必要な事項を定めるものとする。 

（協定事項の発効） 
第２条 この協定に定める災害時の協定事項は、原則として甲が災害対策本部を設置し、乙に対して要請
を行ったときをもって発効する。 

（供給の協力要請） 
第３条 甲は、災害時において物資等を必要とするときは、乙に対して調達が可能な物資等の供給を要請
することができる。 

（供給物資等の範囲） 
第４条 甲が、乙に供給を要請する物資等の範囲は、別表に掲げるもののうち、乙が調達可能な物資等と
する。 

（要請の方法） 
第５条 第３条の規定による要請は、調達する物資等名、数量、規格、引渡場所等を記載した文書をもっ
て行うものとする。ただし、文書をもって要請する余裕がないときは、電話等で要請し、その後速やか
に文書を提出するものとする。 

（物資等の供給の協力） 
第６条 乙は、前条の規定により甲から要請を受けたときは、可能な限り物資等の優先供給に努めるもの
とする。 

２ 乙は、物資等の供給を実施したときは、その供給の終了後、速やかにその実施状況を報告書により甲
に報告するものとし、甲はその内容を確認後、受領書を発行するものとする。 

（引渡し等） 
第７条 物資等の引渡場所は、甲が指定する場所とし、当該場所までの運搬は、原則として乙が行うもの
とする。ただし、乙が自ら運搬することができない場合は、甲が定める輸送手段により運搬するものと
する。 

２ 甲は、乙が前項の規定により物資等を運搬する車両を優先車両として通行できるよう配慮するものと
する。 

（費用の負担） 
第８条 第６条及び第７条の規定により乙が供給した物資等の対価は無償とし、運搬等の費用については、
甲が負担するものとする。 

２ 前項の規定による費用の額は、甲と乙が協議のうえ速やかに決定する。 
（費用の支払い） 
第９条 物資等の供給に要した費用は、乙の請求により、甲が支払うものとする。 
２ 甲は、前項の請求があったときは、その内容を確認し、速やかに費用を乙に支払うものとする。 
（情報交換） 
第１０条 甲と乙は、平常時から相互の連絡体制及び物資等の供給についての情報交換を行い、災害時に
備えるものとする。 

（協議） 
第１１条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議の上決定するものと
する。 

（有効期間） 
第１２条 この協定は、協定締結の日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終了を
通知しない限り、その効力を有するものとする。 

 
 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自１通を保有する。 
 
平成２５年３月５日 
                       甲  水俣市 

代表者 水俣市長 宮本 勝彬 
        
                       乙  ＪＮＣ株式会社  

常務執行役員 木庭 竜一 
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災害発生時における物資等の緊急輸送に係る協定書 
 
水俣市（以下「甲」という。）と公益社団法人熊本県トラック協会（以下「乙」という。）は、地震その

他の災害が発生し、又は発生するおそれがある場合（以下「災害時」という。）における物資等の緊急輸送

に関し、次のとおり協定を締結する。なお、この協定の締結にあたり、芦北地域の防災・危機管理等の業

務を行う熊本県県南広域本部芦北地域振興局を立会人とする。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時の物資等の緊急輸送（以下「緊急輸送」という。）に関し、甲が乙に対して協

力を求めるときに必要な事項を定めることを目的とする。 

（災害の対象） 

第２条 この協定の対象となる災害は、次のとおりとする。 

（１）水俣市地域防災計画に基づき、水俣市災害対策本部が設置される状況下での災害 

（２）武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律（平成１６年法律第１１２号。以下

「国民保護法」という。）第２条第４項に規定する武力攻撃災害による被害又は同法第１７２条第１項に

規定する緊急対処事態に係る被災 

（３）前２号に準じる災害で、乙の応急活動が必要であると甲が認めた災害 

（協力要請） 

第３条 甲は、災害時に必要があると認めるときは、乙に対して、事業用車両等（以下「車両」という。）

による緊急輸送を要請することができるものとし、乙は、生命に危険を及ぼす等の特別の理由がない限

り、これに協力し通常業務に優先して行う。 

２ 甲の緊急輸送の協力要請は、文書（様式第１号）をもって行う。ただし、やむを得ない事情により文

書で要請できない場合は、口頭又は電話等で要請し、その後、速やかに乙に対し文書を提出する。 

３ 乙は、前項に定める甲の協力要請を受けたときは、甲の管轄区域等に事業所を有する会員で構成する

熊本県トラック協会城南支部（以下「城南支部」という。）に対して緊急輸送を文書（様式第１号の２）

により速やかに要請する。ただし、やむを得ない事情により文書で要請できない場合は、口頭又は電話

等で要請し、その後、速やかに城南支部に対し文書を提出する。 

４ 甲及び乙の連絡先窓口（担当者）及び電話番号等については、甲乙双方が文書（様式第 1号の３）に

より、事前に調整し通知する。 

（業務の内容） 

第４条 本協定により甲が乙に対し協力等を要請する業務は次のとおりとする。 

（１）災害救援に必要な生活必需品等の輸送業務 

（２）災害緊急対策実施のために必要な資機材等の輸送業務 

（３）瓦礫の輸送など甲が必要とする応急対策業務  

（４）物流専門家によるアドバイザー業務      

（業務報告） 

第５条 乙は、城南支部が前条各号に定める業務を実施したときは、当該業務終了後、速やかに文書（様

式第２号）により城南支部に対し業務実施内容を報告させ、報告を受けた乙は、その業務実施内容を速

やかに文書（様式第２号の２）により甲に対し報告する。 

（事故等） 

第６条 乙は、車両が故障その他の理由により緊急輸送を中断したときは、速やかに当該車両を交換して

その緊急輸送を継続するよう城南支部に指示しなければならない。 

２ 乙は、第３条第３項による緊急輸送に際し、傷病又は死亡事故等が発生したときは、速やかにその事

故等の状況を文書（様式第３号）により甲に報告しなければならない。 

（費用の負担） 

第７条 第３条第２項による協力要請に基づき行った、第４条中第 1 号から第 3号までに定める業務に係

る費用については、甲が負担する。 

２ 前項の費用の算出方法については、災害発生前に貨物自動車運送事業報告規則（平成２年号外運輸省

令第３３号）第２条の２に基づき届出している運賃及び料金を基準として、甲乙双方が協議して決定す

る。 

３ 第４条第４号に定める業務に要した費用に関する甲の負担については、甲乙双方が協議して決定する。 
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（費用の請求及び支払い） 

第８条 乙は、緊急輸送の終了後、前条第１項に定める費用の請求について、文書（様式第４号、様式第

４号の２及び様式第５号）を提出する。 

２ 甲は、前項による提出を受けた場合は、速やかに支払いの手続をしなければならない。 

（補償） 

第９条 甲は、第３条第２項に基づく協力要請により緊急輸送に従事した者が、緊急輸送の業務実施に起

因して死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となった場合であって、災害対策基本

法（昭和３６年法律第２２３号）、国民保護法その他関係する法律又は甲の定める条例（以下「関係法令」

という。）に定める損害補償等の要件に該当するときは、関係法令の規定に基づき、その者又はその者の

遺族若しくは被扶養者がこれらの原因によって受けた損害を補償する。 

（連絡責任者） 

第１０条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては水俣市総務企画部総務課長、乙においては、公

益社団法人熊本県トラック協会事務局長とする。 

（協議） 

第１１条 この協定の定める事項に疑義が生じた場合及び協定に定めのない事項について必要が生じたと

きは、甲乙双方が協議して決定する。 

（有効期間） 

第１２条 この協定は平成２６年２月１８日からその効力を有するものとし、甲乙双方又はどちらか一方

からの文書による協定の解除の申出があった場合、甲、乙協議のうえ、その取扱いを決定する。 

 

  この協定の締結を証するため、本書３通を作成し、甲・乙・立会人各々が記名押印のうえ、各自１通

を保有する。 

 

平成２６年２月１８日 

 

           甲   熊本県水俣市陣内１丁目１番１号 

               水俣市 

               市  長  宮 本  勝 彬   

 

           乙   熊本県熊本市東区東町４丁目６番２号 

               公益社団法人 熊本県トラック協会 

               会  長  岩 下  哲 三    

 

           立会人 熊本県葦北郡芦北町大字芦北２６７０番地  

熊本県県南広域本部 

               芦北地域振興局   

               局  長  寺 島  俊 夫 
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大規模災害時における施設の使用に関する協定書 
 （目的） 

第１条 本協定は、水俣芦北広域行政事務組合消防本部（以下「甲」という。）と水俣市（以下「乙」

という。）が、大規模災害時で水俣市役所（以下「乙施設」という。）の機能が喪失した場合に

おいて、住民の生命、身体及び財産の保護、公共の福祉の確保等に迅速に対応するため、乙の

災害対策に関する指揮を一時的に水俣芦北広域行政事務組合消防本部（以下「甲施設」という。）

内で行うことについて、必要な事項を定めるものとする。 

 （協力の要請） 

第２条 乙は、大規模災害時に乙施設が損壊・水没するなどして、災害対策に関する機能を喪失

し、又は喪失する恐れがあるときは、次の各号に掲げる事項を明らかにした文書により、甲に

対して甲施設の使用に関する協力を要請するものとする。ただし、文書をもって要請すること

が困難な場合は、電話連絡等により要請し、事後に文書を提出するものとする。 

（１）施設を使用する代表者の氏名及び連絡先 

（２）使用期間 

（３）搬入資機材、その数量等 

 （使用許可の要件） 

第３条 甲が乙に対して甲施設の使用を許可する要件は、次の各号に該当する場合に限る。 

（１）大規模災害時で乙施設の機能が喪失し、容易に復旧する見込みがなく、かつ、早急に災害

対策に関する乙の指揮機能を回復する必要がある場合 

（２）甲の施設・機能・人員等に余裕があり、かつ、甲の職務遂行に支障がないと甲が認める場

合 

 （使用を許可する場所の指定） 

第４条 使用を許可する場所は、甲施設２階「災害対策室」とする。ただし、甲の事情で供与で

きない場合は、甲が指定する場所とする。 

 （撤去） 

第５条 乙は、甲から撤去の要請があった場合、又は乙施設の機能が復旧した際には、借用して

いた施設を原状回復した後、撤去するものとする。 

 （経費の負担） 

第６条 第４条の規定により、使用を許可された場所の使用料、光熱費等は無償とする。 

 （有効期間） 

第７条 本協定の有効期間は、協定締結の日からその効力を有するものとするが、甲、乙いずれ

か本協定の解除の申出があった場合、甲、乙協議のうえ、その取扱いを決定するものとする。 

 （疑義等の解決） 

第８条 本協定について、疑義のあるとき、又は本協定に定めのない事項については、甲、乙協

議のうえ、解決するものとする。 

 

 本協定の成立を証するため、本協定書２通を作成し、甲、乙記名押印のうえ、各自その１通を

所持する。 

 

  平成２８年４月２２日 
 

         甲   水俣芦北広域行政事務組合消防本部 

              代表者 代 表 理 事 西 田 弘 志  印 
 

         乙   水俣市 

代表者 水俣市副市長 本 山 祐 二  印  
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水俣市・日本下水道事業団災害支援協定 

 

 水俣市（以下「甲」という。）と日本下水道事業団（以下「乙」という。）とは、甲の所管す

る下水道施設について災害が発生した場合において乙が行う下水道施設の維持又は修繕に関す

る工事その他支援（以下「災害支援」という。）に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、乙が行う災害支援に関して基本的な事項を定め、災害支援の円滑な実施

により、災害が生じた下水道施設の機能の迅速な回復を図り、もって浸水被害の拡大その他

の生活環境の悪化又は公共用水域の水質の悪化を防止することを目的とする。 

２ この協定は、下水道法（昭和３３年法律第７９号）第１５条の２に規定する災害時維持修

繕協定である。 

 

（対象） 

第２条 この協定の対象となる災害は、次に掲げる原因により生ずるものとする。 

 一 暴風、竜巻、豪雨、落雷、豪雪、洪水、崖崩れ、土石流、高潮、地震、津波、噴火、地

滑りその他の異常な自然現象 

 二 その他甲と乙の協議により定めるもの 

２ この協定の対象となる下水道施設は、次に掲げるもの（以下「協定下水道施設」という。）

とする。 

 一 水俣市浄化センター 

 二 百間汚水中継ポンプ場 

 三 白浜汚水中継ポンプ場 

 四 浜雨水ポンプ場 

 五 丸島雨水ポンプ場 

 六 白浜雨水ポンプ場 

 七 牧ノ内雨水ポンプ場 

 八 百間雨水ポンプ場 

 

（災害支援の内容） 

第３条 乙が行う災害支援は、次に掲げるものとする。 

 一 災害の状況を確認するために行う現地調査（協定下水道施設の点検を含む。） 

 二 公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法施行令（昭和２６年政令第１０７号）第５条１

項の規定による災害報告に必要な資料の作成 

 三 協定下水道施設について、その応急工事又は復旧工事が完了するまでの間、暫定的にそ

の機能を確保するために行う簡易消毒の実施、仮設ポンプの設置その他の維持又は修繕に

関する工事 
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 四 災害査定に必要な設計図書その他の関係資料の作成（作成のために行う現地調査を含

む。）及び災害査定への立会 

 五 前各号に掲げる災害支援に附帯する支援 

 

（災害支援の要請の方法） 

第４条 甲は、乙に災害支援を要請しようとする場合には、文書により行うものとする。ただ

し、文書によることができない場合には、電子メールの送信又はファクシミリ装置を用いた

送信（これらの送信ができないときは、口頭又は電話）により、当該要請を行うことができ

る。 

２ 前項ただし書の場合においては、甲は、事後において速やかに、乙に文書を交付するもの

とする。 

 

（災害支援の実施） 

第５条 乙は、前条の要請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第３条に規定

する災害支援を行うものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、国土交通省九州地方整備局又は熊本県から災害支援の要

請があったときは、その人員等に応じて可能な範囲で、第３条第１号及び第２号に規定する

災害支援を行うことができる。 

 

（災害支援の完了の報告） 

第６条 乙は、前条の規定による災害支援の全部又は一部を完了したときは、甲に対し、速や

かにその内容を報告するものとする。 

 

（費用の負担） 

第７条 甲は、乙が行った災害支援に要した費用（第３条第１号及び第２号に規定する災害支

援に要したものを除く。）を負担するものとする。 

２ 乙は、前項の費用として、職員の人件費及び旅費、使用した機材又は薬品の代価その他の

実費に相当する額を甲に請求するものとする。 

３ 甲は、前項の規定による請求があったときは、その内容を精査の上、速やかに乙に支払う

ものとする。 

 

（廃止） 

第８条 甲又は乙においてこの協定を継続できない事情が生じたときは、甲乙協議の上、この

協定を廃止することができる。 

２ 甲又は乙がこの協定の定めに違反した場合においては、甲又は乙は、違反した相手方への

書面による通告をもって、この協定を廃止することができる。 
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（事務局） 

第９条 この協定に基づく災害支援に係る事務局は、次のとおりとする。 

 一 甲の事務局 水俣市 産業建設部 下水道課 

 二 乙の事務局 日本下水道事業団 九州総合事務所 施工管理課 

 

（協定の有効期間） 

第１０条 この協定の有効期間は、この協定を締結した日から平成３２年９月３０日までとす

る。 

 

（その他） 

第１１条 この協定に定めのない事項及び疑義を生じた事項については、甲と乙が協議して定

める。 

 

 

 この協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙それぞれ記名押印のうえ、各々１通を保有

する。 

 

 

 

平成３０年３月１２日 

 

       甲 水俣市 

          代表者 水俣市長   髙 岡 利 治 

 

       乙 東京都文京区湯島二丁目３１番地２７ 

          日本下水道事業団 

           代表者 理事長   辻 原 俊 博 
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特設公衆電話の設置・利用に関する協定書 

 

水俣市（以下「甲」という。）と西日本電信電話株式会社（以下「乙」という。）は、大規模災害等が

発生した際に乙の提供する非常用電話（以下「特設公衆電話」という。）の設置及び利用・管理等に関し、

次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 本協定は、災害の発生時において、甲乙協力の下、被災者等の通信の確保を目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 本協定に規定する「災害の発生」とは、強度の地震等の発生により都道府県が災害救助法（昭

和２２年法律第１１８号）を適用する地域において、広域停電が発生していること、又は同様の事象の

発生により社会の混乱が発生していることをいう。 

２ 本協定に規定する「特設公衆電話」とは、甲乙協議の上定めた設置場所に電気通信回線及び電話機

接続端子を施設し、災害の発生時に電話機を接続することで被災者又は帰宅困難者等へ通信の提供を可

能とするものをいう。 

 

（通信機器の管理） 

第３条 甲は、本協定に基づき、災害発生時に即座に利用が可能な状態となるよう電話機を適切な場所

に保管の上、管理するものとする。 

 

（屋内設備の管理及び破損） 

第４条 甲は、特設公衆電話の配備に必要な設備（電話機及び端子盤、配管、引込柱等）を設置し、乙

が設置する屋内配線（モジュラージャックを含む。以下同じ。）とともに、災害発生時に即座に利用が

可能な状態となるよう維持に努めるものとする。 

２ 屋内配線、保安器、引込線等の乙が設置する設備が甲の故意又は重過失により破損した場合は、甲

は乙に速やかに書面をもって報告することとし、修復に係る費用は、原則として甲が負担するものとす

る。 

 

（特設公衆電話の設置） 

第５条 特設公衆電話の設置に係る電気通信回線数については、甲乙協議の上、乙が決定することとし、

設置場所、回線数等の必要な情報は、別に定める「避難所特設公衆電話一覧表」により甲乙互いに保管

するものとする。なお、保管に当たっては、甲乙互いに情報管理責任者を任命し、その氏名等を別に定

める「情報管理責任者通知書」により相互に通知するものとする。 

 

（特設公衆電話の移転、廃止等） 

第６条 甲は、特設公衆電話の設置された場所の閉鎖、移転等が明らかになった場合は、速やかにその

旨を乙に書面をもって報告しなければならない。また、新たな設置場所を設ける場合は、甲は乙に対し

報告することに努めるものとする。 

 

（定期試験の実施） 

第７条 甲及び乙は、年に１回を目安として、災害発生時に特設公衆電話が速やかに設置できるよう、

別に定める「特設公衆電話の定期試験仕様書」により接続試験を実施するものとする。 

 

（故障発見時の扱い） 

第８条 甲及び乙は、特設公衆電話を設置する電気通信回線について何らかの異常を発見した場合は、

速やかに相互に確認し、故障回復に向け協力するものとする。 

 



協定等 

 

 - 294 - 

（特設公衆電話の開設） 

第９条 特設公衆電話の利用の開始については、乙が決定するものとし、甲は、特設公衆電話を速やか

に開設し、被災者、帰宅困難者等の通信確保に努めるものとする。ただし、設置場所の存在する地域に

おいて大規模災害が発生し、 甲乙互いに連絡が取れない場合は、甲の判断により利用を開始すること

ができるものとする。 

 

（特設公衆電話の利用） 

第１０条 甲は、特設公衆電話を開設した場合は、利用者の適切な利用が行われるよう、可能な限り利

用者の誘導に努めるものとする。 

 

（特設公衆電話の利用の終了） 

第１１条 特設公衆電話の利用の終了については、甲乙協議の上、乙が決定するものとし、甲は特設公

衆電話を速やかに撤去するものとする。ただし、乙が利用終了を通知する前に、避難所を閉鎖した場合

においては、甲は速やかに特設公衆電話を撤去し、 甲は乙に対し撤去した場所の連絡を行うこととす

る。 

 

（設置場所の公開） 

第１２条 乙は、災害時の通信確保のために、特設公衆電話の設置場所について、甲と合意した場合、

乙のホームページ上で公開するものとする。 

 

（目的外利用の禁止） 

第１３条 甲は、第７条に規定する定期試験及び第９条に規定する開設を除き、特設公衆電話の利用を

禁止するものとする。 

２ 乙は、特設公衆電話の利用状況について、定期的に検査することとする。 

３ 甲は、乙より目的外利用の実績の報告があった場合は、速やかに当該利用が発生しないよう措置を

講じ、その旨を乙に報告するものとし、甲の目的外利用により発生した分の利用料は、甲が負担するも

のとする。 

４ 前項の措置にかかわらず、甲の目的外利用が継続する場合は、抜本的な措置を甲乙協議の上、講ず

るものとする。この場合において、特設公衆電話の撤去を行うこととなった場合は、撤去に関する工事

費用等は、甲が負担するものとする。 

 

（協議事項） 

第１４条 本協定に定めのない事項又は本協定の解釈に疑義が生じた場合は、甲乙誠意をもって協議の

上、定めるものとする。 

 

 

本協定を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印の上、各自がその１通を保有する。 

 

平成３０年１１月２６日 

 

                  甲    熊本県水俣市陣内 1 丁目 1 番 1 号 

                       水俣市代表 

                        水俣市長 髙岡 利治 

 

 

                  乙    熊本県熊本市中央区桜町 3番 1 号 

                       西日本電信電話株式会社 熊本支店 

                     支店長  前田  仁 



協定等 

 

 - 295 - 

水俣市地区災害復旧に関する協定 

 

水俣市（以下「甲」という）と九州電力株式会社 八代配電事業所（以下「乙」という）は、災害復旧

に関して次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、台風、風雪、洪水、地震等による非常災害発生時において、甲と乙は、被災情報の

収集・提供等、情報連絡を密にするとともに、ライフラインの早期復旧を目的とした倒木等の道路啓開

作業等、双方の対策本部（対策部）が緊密な連携を保ち、対応に必要な事項を定めるものとする。 

（連絡体制） 

第２条 甲と乙が定める連絡体制については、【別紙１－１】のとおりとする。 

（提供する情報） 

第３条 甲と乙それぞれが提供する情報については、【別紙１－２】のとおりとする。 

（災害発生時における復旧応援者用の施設借用） 

第４条 乙の被害が甚大な場合、電力復旧に必要な応援者受入れのため、乙は甲に対して下記事項につい

て協力を依頼することができる。なお、受入れ施設一覧については【別紙２－１】のとおりとする。 

（１） 駐車場および宿泊箇所としての施設の借用 

ａ 乙は復旧応援者の待機および宿泊箇所として一般宿泊施設を確保するが、大規模災害で多くの 

車両、復旧要員を動員した場合は、甲に対し施設の借用を依頼することができる。 

ｂ 上記施設が何らかの事情により使用不能の場合は、乙は甲に対し他の適用可能な施設の借用を 

依頼することができる。 

（２） 復旧資機材置場の借用 

    乙は復旧資機材置場として乙の敷地を使用するが、大規模災害で多くの復旧資機材確保が必要な

場合は、甲に対し敷地の借用を依頼することができる。 

（３） 復旧人員および資材運搬の確保 

大規模災害により乙が復旧要員や復旧資機材（配電復旧車両含む）等の運搬もしくは電力設備巡 

視のためにヘリコプターを使用する場合、乙はヘリコプター発着場として甲に対し施設の使用を依

頼することができる。 

（道路啓開） 

第５条 道路啓開において、甲及び乙の対応については、以下のとおりとする。 

（１） 倒木時の道路啓開 

    甲が管轄する道路において、倒木等により乙の復旧に支障が生じる場合、乙は甲へ速やかに連絡

し、甲により道路啓開を行う。ただし、乙の電線等設備への掛かり木がある場合は、乙により電気

的安全対策を施した上で処理する。やむを得ず、乙にて処理する場合は、ライフライン復旧に必要

最低限の処理とし、処理後の樹木は道路脇へ残置する。残置した樹木は後日甲により処理する。  

（２） 電柱倒壊および電線垂れ下がり時の道路啓開 

乙の設備により甲が管轄する道路の交通支障が発生又は発生する恐れがある場合、甲は速やかに

乙へ連絡し、乙により道路啓開を行う。ただし、津波等により、大規模な被害が発生し、乙の設備

が付近一帯の瓦礫と同等程度となった場合、甲は乙による安全確認の後、道路啓開に必要な処置を

できるものとする。 

（復旧作業） 

第６条 復旧作業については、以下のとおりとする。 

（１） 電力復旧の考え方 

緊急かつ直接的に人命に関わる施設、国・自治体による災害復旧活動上の重要施設、経済社会の

基幹的機能を有する施設への送電を優先して復旧する。 
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（２） 高圧（低圧）発電機車設置についての事前調整 

配電設備の復旧に長時間を要する場合で、甲の要請により発電機車による緊急送電の必要がある

場合は、設置箇所および優先順位について甲と乙で協議する。 

（３） 電力設備復旧作業の考え方 

災害時の復旧作業は早期送電を図るため、全て応急復旧工法とする。復旧完了後可能な限り速や

かに本復旧を行う。 

（広報） 

第７条 乙は甲に対して、以下の内容を要請することができる。 

（１） 平常時の広報 

災害による電線断線、電柱倒壊等による公衆感電事故を未然に防止するため、災害シーズン前に

甲の広報紙にＰＲ文の掲載を依頼することができる。 

（２） 災害が予想される場合又は災害発生時の広報 

台風が接近し災害が予想される場合は、甲の広報手段により次の広報を乙が要請することができ

る。切れた電線を触ることによる感電事故の防止・電力設備の被害状況・停電の発生状況・復旧見

込み等。 

（施設利用に関するその他の事項） 

第８条 施設利用に関するその他の事項については、以下のとおりとする。 

（１） 施設利用にあたっては、利用可能範囲を予め明確にし、立入禁止区域には立ち入らない。 

（２） 施設管理箇所の指示事項は、確実にそれを遵守する。 

（３） 乙の施設利用中に乙により設備に損傷を与えた場合は、乙にて補修する。 

（４） 乙が施設利用に際して、臨時電話、ファックス等必要什器類を施設内に設置する場合は事前に甲 

に通知し、協議するものとする。 

（５） 施設利用に伴う費用については乙の負担とする。 

（協力の範囲） 

第９条 各項に記された甲に依頼する協力とは、甲の災害時の実情を考慮した実施可能な範囲での協力と

する。 

（その他） 

第１０条 この協定に定める事項に疑義が生じた場合は、甲・乙協議の上決定するものとする。この協定

締結後に甲乙双方の締結者に変更があっても、特段の申し入れがない限り本協定は自動継続する

ものとする。 

 

 以上のとおり、協定を締結したことを証するため、本書２通を作成し、甲と乙が署名・捺印をして、各

自その１通を所持する。 

 

   令和元年９月２４日 

甲   熊本県水俣市陣内１丁目１番１号 

                           水俣市長  髙岡 利治 
 

乙  熊本県八代市塩屋町４番３８号 

                     九州電力株式会社 送配電カンパニー 

                     熊本送配電統括センター配電部八代配電事業所 

                          所  長  江原 正則 
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災害発生時における学校施設の避難所等利用に関する基本協定書 

 

水俣市（以下「甲」という。）と熊本県立水俣高等学校（以下「乙」という。）とは、災害の発生時に

おいて、甲が地域防災計画に基づき設置する避難所（緊急避難場所を含む。以下「避難所等」という。）

としての学校施設の利用に関して、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害時において甲が乙の学校施設を避難所等として利用する上での基本的事項を定

めることを目的とする。 

（校長との覚書の締結） 

第２条 甲は、乙の学校施設を避難所等として利用することについて乙の校長（以下「校長」という｡）と、

次に掲げる事項を定めた覚書を締結するものとする。 

（1） 受入対象者及び受入人数の目安に係る事項 

（2） 災害時対応・役割分担、要員の確保、連絡・運営体制、緊急対応に関しての意思決定の方法等、甲

において行う避難所等設置運営に関するマニュアル等（以下「マニュアル」という。）の整備に係る

事項 

（3） 他機関との連携、移送に係る事項 

（4） 利用できる施設の範囲に係る事項 

（5） 次条第４項の規定による物資の備蓄・調達に係る事項 

（6） 甲が実施する施設・設備の整備・調達に係る事項 

（7） 甲が実施する避難所等開設等訓練及び研修に係る事項 

（8） 第４条に規定する教育活動の早期再開への配慮に係る事項 

（9） 第５条第２項に規定する損害賠償及び第６条第２項に規定する費用負担に係る事項 

（10） その他必要な事項 

（設置運営） 

第３条 避難所等の設置運営に当たっては、甲の責任において行うものとする。 

２ 避難所等の設置運営について、校長は、甲の要請を受けたときは、授業及び業務を支障のない範囲で

甲を支援するものとする。 

３ 甲は、校長の協力のもと、地域住民等とともにマニュアルを作成することや避難所等開設の訓練を実

施することなどを通じて、可能な限り地域住民等が自主的に避難所等の運営を担い得るよう努めるもの

とする。 

４ 甲は、避難所等の設置運営に必要な日常生活用品、食料及び医薬品等の物資の備蓄・調達に努めるも

のとする。この場合において、甲が乙の敷地又は施設に物資の備蓄等に必要な施設を設ける場合は、乙

に対して、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３８条の４第７項の規定による目的外使用許可

申請書を提出するものとする。 

（設置の期間） 

第４条 避難所等の設置の期間（以下「期間」という。）は、災害の発生後避難所等を設置した日から７

日を経過するまでとする。ただし、甲は、災害の状況により、期間を延長する必要がある場合は、校長

の認める範囲で期間を延長できるものとする。この場合において、甲は、乙において教育活動が早期に

再開できるよう配慮するとともに、乙の学校施設の避難所等としての利用を早期に終了するよう努める

ものとする。 
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（避難所等の終了、損害賠償） 

第５条 甲は、乙の学校施設の避難所等としての利用を終了する際は、原状に復し、校長の確認を受ける

ものとする。 

２ 甲の責めに帰すべき事由により、施設・設備が滅失又は毀損したときは、甲は、その損害を賠償しな

ければならない。避難した住民等が施設又は校長の管理する設備器具等を滅失又は毀損したときも、同

様とする。 

（使用許可、費用負担） 

第６条 この協定に基づき、甲が乙の学校施設を避難所等として利用する場合は、校長は地方自治法第２

３８条の４第７項の規定により目的外使用の許可を行うものとし、使用料は、熊本県財産条例（昭和３

９年条例第２３号）第８条第１号の規定により無償とする。なお、許可申請は、災害時であることを考

慮し、電話等の通信手段又は口頭により申請し、後に申請書を校長に速やかに提出するものとする。 

２ 前項に規定する場合において生じる電気料、水道料、ガス使用料、燃料費及びその他の費用について

は、甲が負担するものとし、当該費用の算定については、前年度同月実績との比較等に基づき、校長が

行うものとする。 

（協定の有効期間） 

第７条 この協定の有効期間は、この協定の締結後１年間とし、甲乙いずれから何らの意思表示がない場

合は、更に1年間この協定を延長するものとし、その後もこの例による。 

（疑義の解決） 

第８条 この協定に定める事項、その他避難所等利用に当たって必要な事項について疑義が生じた場合、

又はこの協定に定めのない事項については、甲、乙協議のうえ、定めるものとする。 

 

この協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙双方記名押印のうえ、各自１通を保有するも

のとする。 

 

 

 

令和元年８月９日 

（甲）  熊本県水俣市陣内１丁目１番１号 

                          水俣市長  髙岡 利治  

 

（乙）  熊本県水俣市洗切１１－１  

      熊本県立水俣高等学校 

校 長   米納 康志  
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災害に係る情報発信等に関する協定 

 

水俣市及びヤフー株式会社（以下「ヤフー」という）は、災害に係る情報発信等に関し、次のとお

り協定（以下「本協定」という）を締結する。 

 

第 1条（本協定の目的） 

本協定は、水俣市内の地震、津波、台風、豪雨、洪水、暴風その他の災害に備え、水俣市が水俣市

民に対して必要な情報を迅速に提供し、かつ水俣市の行政機能の低下を軽減させるため、水俣市とヤ

フーが互いに協力して様々な取組みを行うことを目的とする。 

 

第 2条（本協定における取組み） 

1. 本協定における取組みの内容は、次の中から水俣市及びヤフー両者の協議により具体的な内容及

び方法について、合意が得られたものを実施するものとする。 

(1) ヤフーが、水俣市の運営するホームページの災害時のアクセス負荷の軽減を目的として、水俣

市の運営するホームページのキャッシュサイトをヤフーサービス上に掲載し、一般の閲覧に供

すること。 

(2) 水俣市が、水俣市内の避難所等の防災情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報を平常

時からヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(3) 水俣市が、水俣市内の避難勧告、避難指示等の緊急情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これら

の情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知すること。 

(4) 水俣市が、災害発生時の水俣市内の被害状況、ライフラインに関する情報及び避難所における

ボランティア受入れ情報をヤフーに提供し、ヤフーが、これらの情報をヤフーサービス上に掲載

するなどして、一般に広く周知すること。 

(5) 水俣市が、水俣市内の避難所等における必要救援物資に関する情報をヤフーに提供し、ヤフー

が、この必要救援物資に関する情報をヤフーサービス上に掲載するなどして、一般に広く周知す

ること。 

 

2. 水俣市及びヤフーは、前項各号の事項が円滑になされるよう、お互いの窓口となる連絡先及びそ

の担当者名を相手方に連絡するものとし、これに変更があった場合、速やかに相手方に連絡するも

のとする。 

3. 第 1 項各号に関する事項及び同項に記載のない事項についても、水俣市及びヤフーは、両者で適

宜協議を行い、決定した取組みを随時実施するものとする。 

 

第 3条（費用） 

前条に基づく水俣市及びヤフーの対応は別段の合意がない限り無償で行われるものとし、それぞれ

の対応にかかる旅費・通信費その他一切の経費は、各自が負担するものとする。 
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第 4条（情報の周知） 

ヤフーは、水俣市から提供を受ける情報について、水俣市が特段の留保を付さない限り、本協定の

目的を達成するため、ヤフーが適切と判断する方法（提携先への提供、ヤフーサービス以外のサービ

ス上での掲載等を含む）により、一般に広く周知することができる。ただし、ヤフーは、本協定の目

的以外のために二次利用をしてはならないものとする。 

 

第 5条（本協定の公表） 

本協定締結の事実及び本協定の内容を公表する場合、水俣市及びヤフーは、その時期、方法及び内

容について、両者で別途協議のうえ、決定するものとする。 

 

第 6条（本協定の期間） 

本協定の有効期間は、本協定締結日から 1 年間とし、期間満了前までにいずれかの当事者から他の

当事者に対し期間満了によって本協定を終了する旨の書面による通知がなされない限り、本協定はさ

らに 1年間自動的に更新されるものとし、以後も同様とする。 

 

第 7条（協議） 

本協定に定めのない事項及び本協定に関して疑義が生じた事項については、水俣市及びヤフーは、

誠実に協議して解決を図る。 

 

以上、本協定締結の証として本書 2 通を作成し、水俣市とヤフー両者記名押印のうえ各 1 通を保有

する。 

 

令和元年 10 月 30 日 

 

水俣市：熊本県水俣市陣内 1 丁目 1番 1 号     

    水俣市長   髙岡 利治     

     

ヤフー：東京都千代田区紀尾井町 1 番 3号     

ヤフー株式会社            

代表取締役 川邊 健太郎     
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持続可能なまちづくりに関する包括的連携協定書 

 

水俣市（以下「甲」という。）と UT モビリティサービス株式会社（以下「乙」という。）は、相互の連携

を強化し、SDGs（持続可能な開発目標）の考え方に基づく水俣市内における持続可能なまちづくりに資す

るため、次のとおり包括連携協定（以下「本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 甲及び乙は、緊密な相互連携と協働による活動を推進し、水俣市内における持続可能なまちづく

り及び地方創生の実現を図ることを目的とする。 

 

（連携事項） 

第２条 甲及び乙は、前条の目的を達成するため、次の事項について連携し協力する。 

（１） 官民連携による地域課題解決に向けた MａａS 事業の取組に関すること。 

（２） 防災活動、災害発生時における支援等において、別表に掲げる必要な資機材や物資及び人的支援

に関する事項 

（３） その他両者が必要と認める事項 

２ 連携、協力する具体的内容は、その都度、甲乙協議して決定する。 

３ 乙は、本条に定める事項を、効果的に進めるため、甲との協議により乙の関係会社に実施させることが

できる。 

 

（費用） 

第３条 前条第１項第２号の規定に基づき要した経費は、乙が負担するものとする。 

 

（秘密保持） 

第４条 甲と乙は、本協定の履行に関して知り得た情報を、法令等に基づく場合を除き、相手方の承諾を

得ずに第三者に開示、又は使用してはならない。本協定の有効期間満了後においても同様とする。 

 

（協定内容の変更） 

第５条 甲又は乙のいずれかから、協定内容の変更を申し出たときは、その都度協議し変更を行うものとす

る。 

 

（有効期間） 

第６条 本協定の有効期間は、協定締結の日から令和２年３月３１日までとする。ただし、期間満了の１か

月前までに、甲又は乙が書面により特段の申出を行わないときは、１年間更新され、その後も同様とする。 

２ 甲及び乙は、前項の有効期間にかかわらず、解約しようとする日の１月前までに書面により相手方に 

通知することにより、この協定を解約できるものとする。 

 

（疑義の決定） 

第７条 本協定に定めのない事項、又は本協定に定める事項に関し疑義が生じたものについては、甲乙協議

のうえ、決定するものとする。 
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本協定の締結を証するため、本書２通を作成し、甲、乙それぞれ署名・捺印のうえ、各自１通を保有する。 

 

令和２年２月１７日 

 

甲  熊本県水俣市陣内１丁目１番１号 

水俣市長   髙岡 利治 

                                 

乙 熊本県熊本市中央区世安町１８３番地 

ＵＴモビリティサービス株式会社 

代表取締役社長 西 治三朗 
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災害時におけるレンタル機材の提供に関する協定書 

 

水俣市（以下「甲」という。）と株式会社アクティオ（以下「乙」という。）は、災害時におけるレンタ

ル機材の提供に関し、次のとおり協定を締結する。 

 

（目的） 

第１条 この協定は、災害が発生し、又は発生する恐れがある場合（以下「災害時」という。）に甲の要請

に応じ、乙が保有するレンタル機材を提供することについて、必要な事項を定めるものとする。 

 

（提供の要請） 

第２条 甲は、災害時においてレンタル機材を必要とするときは、乙に対し、乙の保有する仮設トイレ、

発電機、その他レンタル機材（以下「保有機材」という。）の優先的な提供を要請するものとする。 

２ 前項の規定による要請は、文書をもって行うものとする。ただし、緊急を要するときは、電話等をも

って要請し、事後に文書を交付するものとする。 

 

（提供等） 

第３条 乙は、前条の規定による要請を受けたときは、保有機材を甲に優先的に提供するものとする。 

 

（引渡し） 

第４条 保有機材の提供に係る引渡場所は、甲が指定するものとし、甲は、当該引渡場所に職員を派遣し

当該保有機材を確認のうえ、引渡しを受けるものとする。 

 

（費用の負担） 

第５条 甲は、保有機材の提供に係る費用を負担するものとし、当該費用は乙の通常価格により算出した

額とする。 

 

（連絡責任者） 

第６条 この協定に関する連絡責任者は、甲においては危機管理防災課長、乙においては株式会社アクテ

ィオ八代営業所長とする。 

２ 前項の甲及び乙の連絡責任者に変更があった場合は、速やかに相互に連絡を行うものとする。 

（情報交換） 

第７条 甲と乙は、平時から相互の連絡体制及び保有機材の供給等についての情報交換を行い、災害時に

備えるものとする。 

 

（協議） 

第８条 この協定に定めのない事項及びこの協定に疑義が生じたときは、甲乙協議のうえ決定するものと

する。 
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（有効期間） 

第９条 この協定は、協定締結日から効力を有するものとし、甲又は乙が文書をもって協定の終了を通知

しない限り、その効力を有するものとする。 

 

 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙署名捺印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 

 

  令和２年２月２０日 

 

甲  熊本県水俣市陣内１丁目１番１号         

水俣市                   

水俣市長 髙岡 利治         

 

乙  福岡県福岡市博多区博多駅前三丁目２番８号  

株式会社アクティオ             

上席執行役員九州支店長 橋爪 正一 

 


